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序     文 
 

日本国政府は、ケニア共和国政府の要請に基づき、「小規模園芸農民組織強化・振興ユニット

プロジェクト」を実施することを決定しました。これに基づき、独立行政法人国際協力機構（JICA）

は、2010 年 2 月に討議議事録（R/D）の署名をケニア共和国政府と取り交わし、2010 年 3 月から

5 ヵ年にわたって実施することとなりました。 

協力開始後 2 年半が経過したことに伴い、本案件の進捗状況や現状を把握し、同国のプロジェ

クト関係者や派遣専門家に対し、必要な提言を行うとともに、必要に応じて活動計画を見直し、

今後のプロジェクトの方向性を検討することを目的として、JICA はケニア共和国側と合同で、

2012 年 10 月 1 日から 10 月 26 日まで中間レビュー調査を行いました。 

この調査結果は、ミニッツにとりまとめられ、ケニア共和国農業省・JICA 双方合意の下に、署

名交換が行われました。本報告書は、今回の中間レビュー調査及び協議結果を取りまとめたもの

であり、今後、本案件を効果的、効率的に実施していくための参考として、広く活用されること

を願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとと

もに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 
平成 25 年 12 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
ケニア事務所長 江口 秀夫 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名： ケニア共和国 案件名：小規模園芸農民組織強化･振興ユニッ

トプロジェクト（SHEP UP） 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ケニア事務所 協力金額（評価時点）：5 億 9,000 万円 

協力期間 （R/D）：2010 年 2 月 24 日 
（延長）： 
（F/U）： 

先方関係機関：農業省・園芸開発公社 

日本側協力機関： 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の農業セクターは GDP の 26％、外資獲得の 65％を

占めるなど国家経済において重要な役割を果たしている。（農業セクター開発戦略 2010-2020）
中でも園芸分野は、年率 15－20％の成長率を示す重要なサブセクターであり、その生産量の 60％
は小規模農家によってもたらされている。収益性の高い輸出市場への小規模園芸生産者の参入

割合は低く、かつ参入している場合でも収益性は低い。一方、ケニアの園芸生産量の 96％は国

内市場で販売、消費されており、収益の機会の多い国内市場において、小規模園芸生産者がよ

り高い収益を得るための支援の必要性が認識されていた。 
国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は 2006 年より 3 年間にわたり、

ケニア国農業省と園芸作物開発公社（Horticultural Crops Development Authority：HCDA）を通じ

て、小規模園芸農家の組織強化・収入向上と農業省普及員及び HCDA 職員の能力向上を目的と

した「小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト（Smallholder Horticulture Empowerment Project：
SHEP）」を実施した。 

SHEP では小規模園芸農民組織を対象に、栽培からマーケティングまで市場に対応できるよ

う、研修を中心とした能力向上支援を行ったところ、支援対象の農民組織において高い所得の

伸びが記録される等、大きな成果を収めた。ケニア国政府はこの成果を高く評価し、SHEP をは

じめとする既存の農家支援事業の知見に基づき、同様の活動の全国展開を担う目的で小規模園

芸農民組織強化･振興ユニット（SHEP ユニット）をケニア国農業省作物管理局下に設立するこ

ととし、その立ち上げと機能強化支援をわが国に要請した。 
これを受けて JICA は、農業省作物管理局及び園芸作物開発公社をカウンターパート機関とし

て、小規模園芸農家への効果的な支援システムが全国的に確立されることを目標とした「小規

模園芸農民組織強化･振興ユニットプロジェクト（SHEP UP）」を 2010 年 3 月から 2015 年 3 月

まで 5 年間の予定で実施中である。 
 
１－２ 協力内容 

ケニア全 8 州において農業省・園芸作物開発公社普及員や小規模園芸農民組織を対象として

栽培からマーケティングまでの包括的な研修を行い、小規模園芸農家が市場に対応できるため

の効果的な支援システムを全国的に確立し、小規模園芸農家の生計向上をめざすための技術協
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力。 
（1）上位目標：全国の SHEP アプローチ実施県において小規模園芸農家の生計が向上する。

（2）プロジェクト目標：小規模園芸農家のための効果的な支援システムが全国的に確立され

る。 
（3）成果 

成果 1：SHEP ユニットにおいて SHEP アプローチ展開のための実施体制が整う。 
成果 2：対象農民グループの園芸作物収入が向上する。 
成果 3：成果 2．に基づき、実施県において SHEP アプローチが上記対象グループ以外でも

展開される。 
成果 4：SHEP アプローチの情報管理システムが確立される。 

（4）投入（2012 年 10 月現在） 
日本側：総投入額 2.67 億円 
長期専門家派遣 3 名 機材供与 717 万円 
短期専門家派遣 18 名 ローカルコスト負担 6,512 万 3,000 円 
研修員受入 2 名 
相手国側： 
カウンターパート配置 12 名 機材購入 現地通貨 1,131 万 3,000 ケニアシリング 
土地・施設提供 ローカルコスト負担 現地通貨 5,475 万 3,000 ケニアシリング 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括 花井 淳一 JICA ケニア事務所次長 

計画管理 片山 和久 同所員 

普及・政策 Sebastian Odanga 同在外専門調整員 

評価団員 杉本 寛子 評価分析 太平洋技術監理有限責任事業組合

調査期間 2012 年 10 月 1 日〜2012 年 10 月 26 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果の達成度 
（1）成果 1：SHEP ユニットにおいて SHEP アプローチ展開のための実施体制が整う。 

指標 1-1. プロジェクト対象地域において、80％の州及び県レベルの農業省普及職員及び

ステーク・ホルダーが SHEP アプローチを的確に理解する。 
指標 1-2. プロジェクト終了時までに、SHEP アプローチのガイドラインが完成する。 

 
ワークショップ終了後の確認テストや聞き取り調査の結果から、州及び県レベルの農

業省職員は SHEP アプローチを理解していると判断された。Farm Business Linkage 
Stakeholder Forum：FABLIST フォーラムに参加したステーク・ホルダーへの質問では 99％
の回答者がフォーラムの意図を理解していた。SHEP アプローチのガイドラインの作成は

実施 4 年目から作業が開始されプロジェクト最終年に完成となる予定。これらの理由か

ら成果 1 の達成は見込まれる。 
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（2）成果 2：対象農民グループの園芸作物収入が向上する。 
指標 2-1. SHEP アプローチを活用後 2 年以内に、ユニット及び県に支援されたすべての

小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民グループは、エ

ーカー当たりの売上高をセントラル州で平均 18.0％～48.2％、リフト・バレー

州で平均 17.3％～52.7％、ニャンザ州で平均 13.8％～55.3％、西部州で平均

15.5％～53.6％増加させる。1 
指標 2-2. 研修後 2 年以内に、小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び

農民グループのうち 70％以上が、県目標値以上の園芸作物栽培基本技術を利用

する。 
指標 2-3. 研修後 2 年以内に小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農

民グループの園芸作物栽培基本技術の利用率が、セントラル州で平均 16.0％～

68.6％、リフト・バレー州で平均 14.2％～43.2％、ニャンザ州で平均 9.2％～

67.7％、西部州で平均 33.3％～84.0％増加する。2 
 

セントラル州及びリフト・バレー州の 1 年目のモデル農民グループから 2012 年 8-9 月

にかけて収集された平均総収入と技術導入率のデータを元に評価・分析を行ったところ、

2 州 12 県において農民の平均総収入は増加していた。また両州 20 県のうち 15 県で 70％
以上の農民が、園芸作物栽培基本技術 20 の導入率の県目標値に達していることから、成

果 2 は達成されたと判断する。一方、平均総収入の下がった県もあり、天候被害による

                                                        
1 各SHEP UP活動実施県における指標2-1は以下のとおり。セントラル州：ラリ県25.7％、ニャンダルア・セントラル県47.7％、

キエニ・イースト県38.9％、カンダラ県18.0％、キエニ・ウェスト県22.0％、キクユ県19.5％、キリニャガ・ウェスト県48.1％、

リムル県36.7％、ニャンダルア・ウェスト県37.4％及びムランガ・サウス県48.2％。リフト・バレー州：ナンディー・イース

ト県24.0％、ナクル・ノース県22.4％、ワレング県17.3％、ナンディー・サウス県23.1％、カジアド・ノース県24.0％、ライ

キピア・ウェスト県52.7％、マラクウェット・ウェスト県35.3％、トランスマラ・ウェスト県44.9％、ソッティック52.1％及

びナロック・サウス県21.2％。ニャンザ州：シアヤ県51.5％、ニャミラ県24.3％、ボンド県47.7％、マサバ・サウス県27.0％、

ラチュオニョ・サウス県25.4％、ゲム県25.9％、グチャ県42.0％、スバ県55.3％、キスム・イースト県42.2％及びウゲンヤ県

13.8％。西部州： クウィセロ県17.6％、カカメガ・ノース県43.7％、マウント・エルゴン県42.9％、サバティア県20.1％、カ

カメガ・セントラル県15.9％、ハミシ県15.6％、マテテ県19.0％、チェプタイス県53.6％、ブンゴマ・イースト県52.7％及び

テソ・ノース県15.5％。 
2 各SHEP UP活動実施県における指標2-2は以下のとおり。セントラル州：ラリ県44.6％（男：41.2％／女：48.3％）、ニャンダ

ルア・セントラル県68.6％（男：87.6％／女：49.0％）、キエニ・イースト県42.7％（男：38.5％／女：47.9％）、カンダラ県

60.3％（男：63.1％／女：57.6％）、キエニ・ウェスト県37.3％（男：37.2％／女：37.5％）、キクユ県19.3％（男：18.2％／女：

20.3％）、キリニャガ・ウェスト県45.1％（男：44.2％／女：45.9％）、リムル県45.3％（男：42.2％／女：47.8％）、ニャンダ

ルア・ウェスト県16.0％（男：14.0％／女：17.2％）及びムランガ・サウス県45.0％（男：38.9％／女：54.8％）。リフト・バ

レー州：ナンディー・イースト県22.0％（男：20.8％／女：23.3％）、ナクル・ノース県31.4％（男：28.5％／女：34.2％）、

ワレング県16.4％（男：10.3％／女：24.8％）、ナンディー・サウス県36.5％（男：29.7％／女：45.8％）、カジアド・ノース

県14.2％（男：10.7％／女：17.7％）、ライキピア・ウェスト県37.8％（男：36.0％／女：40.0％）、マラクウェット・ウェス

ト県43.2％（男：48.6％／女：35.9％）、トランスマラ･ウェスト23.3％（男：22.5％／女：25.0％）、ソティック16.4％（男：

16.0％／女：16.8％）及びナロック・サウス県30.7％（男：23.6％／女：35.5％）。ニャンザ州：シアヤ県64.2％（男：51.6％
／女：73.4％）、ニャミラ県56.7％（男：51.4％／女：62.1％）、ボンド県16.8％（男：15.4％／女：18.2％）、マサバ・サウス

県31.2％（男：27.7％／女：34.1％）、ラチュオニョ・サウス県12.1％（男：12.4％／女：11.6％）、ゲム県42.4％（男：33.1％
／女：53.8％）、グチャ県67.7％（男：62.6％／女：69.5％）、スバ県64.4％（男：61.9％／女67.8％）、キスム・イーズト県9.2％
（男：10.6％／女：8.1％）及びウゲンヤ県21.8％（男：20.2％／女：23.1％）。西部州：クウィセロ県33.3％（男：33.7％／女：

33.1％）、カカメガ・ノース県39.6％（男：33.9％／女：44.9％）、マウント・エルゴン県56.5％（男：51.3％／女：63.6％）、

サバティア県58.7％（男：49.1％／女：68.8％）、カカメガ・セントラル県46.2％（男：37.2％／女：56.9％）、ハミシ県84.0％
（男：46.7％／女：113.6％）、マテテ県39.3％（男：37.2％／女：40.5％）、チェプタイス県56.1％（男：47.5％／女：64.5％）、

ブンゴマ・イースト県59.6％（男：54.9％／女：64.1％）及びテソ・ノース県40.6％（男：35.0％／女：45.9％）。 
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収穫のロス、道路網の悪さや農業普及員・Group Facilitator：GF のサポートの弱さなどの

外部要因や課題がある。 
 

（3）成果 3：成果 2 に基づき、実施県において SHEP アプローチが上記対象グループ以外で

も展開される。 
指標 3-1. 実施県 100％が、翌年の年間計画/予算に SHEP アプローチを組み込む。 
指標 3-2. SHEP アプローチを翌年の年間計画/予算に組み込んだ 100％の実施県がその年

実際に SHEP アプローチを実施する。 
指標 3-3. SHEP アプローチを活用後 2 年以内に、実施県で県独自の資金で支援された小

規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民グループすべてが、

エーカー当たりの売上高を平均---％増加させる。 
 

SHEP ユニットの支援で 1 年目のプロジェクトを実施したセントラル州とリフト・バレ

ー州全 20 県は、現在、県の予算と計画に沿って SHEP アプローチの 2 年目を実施してい

る。現時点では評価が困難な指標 3-3 を除いて成果 3 は達成されている。一方、農業省か

らのプロジェクト予算の配賦が十分でないなど課題がある。 
 

（4）成果 4：SHEP アプローチの情報管理システムが確立される。 
指標 4-1. 初年度第 3 四半期目の終わりまでに、モニタリング・評価戦略を含むユニット

の情報管理のガイドラインの素案（第 1 ドラフト）が策定される。 
指標 4-2. 特定されたすべての園芸普及資料の目録が作成される。 
指標 4-3. 60％の農民グループ（県、普及スタッフ）がユニットの提供する情報に満足す

る。 
 

情報処理ガイドラインの第 1 草案や情報管理システムは既に構築されており、SHEP ユ

ニット内で活用されている。情報処理システムの拡張を目的として、現在セントラル州

の実施 2 県でパイロットテストを実施中であり、ネットワーク環境が整備されると、両

県から SHEP ユニット内に構築された園芸普及資料へのアクセスが可能になる。聞き取

り調査から県 SHEP 運営チームの 86％が SHEP ユニットから提供される情報に満足して

いると回答している。また、農業普及員・GF や農民からも提供されている情報に満足し

ているとの回答があった。以上の理由により、成果 4 は達成されたと判断する。 
 

プロジェクト目標：小規模園芸農家のための効果的な支援システムが全国的に確立され

る。 
指標 1. プロジェクト終了時までに、プロジェクト実施県で SHEP アプローチを用いたす

べての小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民グループが、

売上を平均--％増加する。 
指標 2. プロジェクト終了時までに、ユニットの支援後 70％の実施県が SHEP アプローチ

を実施し続ける。 
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2 州 12 県にて農民の平均総収入は増加している。また、1 年目に SHEP ユニットの支

援を受けたすべての実施県が、2 年目に SHEP アプローチを継続していることから、現時

点でのプロジェクト目標達成の可能性は高い。 
 

上位目標：全国の SHEP アプローチ実施県において小規模園芸農家の生計が向上する。

指標：園芸小規模農民の世帯当たりの園芸売上による収入が、プロジェクト開始 1 年目

から--％増加する。 
 

本調査では上位目標について評価することはできないが、現時点で実施 2 州において

農民の所得向上が確認されていること、上位目標とプロジェクト目標の間に相関関係が

存在していることからプロジェクト目標が達成されれば上位目標が達成される可能性が

高いと言える。 
 
３－２ 評価結果の要約 
（1）妥当性は以下の理由により高い。 

 プロポーザル方式を用いた実施県の選出でニーズの高い県が選択されており、聞き取り

調査でも小規模園芸農民のニーズに合致しているとの回答が得られている。 
 小規模農民の生産率の増加は、ケニアの国家計画や農業セクター開発戦略 2010-2020 の

目標でもある。わが国の対ケニアの農業分野支援の優先項目として、市場ニーズに対応

する園芸作物の生産を小規模農家の援助を通して行うとことがあげられており優先度

は高い。  
 農業省の普及システムに沿ってプロジェクトが実施され、農業省の一連の行政システム

をケニア全州で網羅している。またモデル農民グループの選択や農民のトレーニング参

加にジェンダーバランスを条件づけるなどジェンダーに関する配慮が行き届いている。

 SHEP アプローチの紹介された技術やスキルを、モデル農民グループ以外の農民が導入

しようとしていることや土のう技術を用いた道の修復にコミュニティメンバーや時に

は地元自治体や道路省などが参加するなど波及効果がみられる。 
 
（2）有効性は以下の理由によりある程度高い。 

 プロジェクト目標達成の可能性は高い。現行 PDM 第 3 版の指標を改訂する必要はある

が、成果とプロジェクト目標との因果関係は存在する。悪天候による影響、2013 年 3
月に予定されている総選挙の影響や州制から郡制への行政システムの移行は重要な外

部条件である。 
 
（3）効率性は以下の理由により高い。 

 現時点で検証可能な成果のほとんどが達成されており、成果、活動、投入の間に因果関

係が成立している。プロジェクトは計画当初に予定されていた投入人数より少ない人員

で効率よく実施されているが、この先実施州を拡大すると旧実施県に対するモニタリン

グやフォローアップへ人的投入に関する懸念は残る。一方、活動に係る支出は実施 2
年目には下がっており、実施県による 2 年目の実施コストは 1 年目のコストの約 5 分の
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1 まで下がっている。 
 
（4）インパクトは可能性としては高いといえる。 

 2 州 12 県で農民の平均総収入の増加という現時点での成果や、上位目標とプロジェク

ト目標の間に相関関係が存在していることから、プロジェクト目標が達成されれば上位

目標が達成される可能性が高い。 
 第 1 バッチ 2 州における土のう技術を用いた道の修復（1342.9m）やジェンダー啓蒙ト

レーニングにより夫婦間の農作業への協調性や家族関係の向上、SHEP アプローチで導

入された農業技術がモデル農民グループ以外にも広がっていることなどの波及効果も

見られている。 
 
（5）持続性は高いといえるが問題も存在する。 

 SHEP ユニットは、既に農業省作物管理局の 1 ユニットとして設立されておりプロジェ

クト終了後も継続されていくことから持続性は確保されている。 
 SHEP ユニット職員のキャパシティがプロジェクト開始当初から比較して格段に強化

されたこと、また質問表に答えた 60％の県職員らが SHEP ユニットからのサポートを

受けずにプロジェクトを継続できると答えていることから、キャパシティ面での持続性

は高いといえる。 
 実施県での 2 年目のプロジェクト予算が十分でないことは懸念事項の 1 つであり、特に

モニタリングやフォローアップのための経費の不足は、その活動を制限している。 
 1 年目のモデル農民グループにおける園芸作物栽培基本技術 20 の導入度がきわめて高

い。また、聞き取り調査や質問表からも技術移転に関して正の反応が読み取れる。 
 プロポーザル方式での実施県の選択は、県や州のオーナーシップを高めるうえでも効果

があった。合同調整委員会は農業省の事務次官や園芸開発公社総裁が議長を務め、ケニ

ア政府の高官の関与がオーナーシップの醸成に役立っている。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（1）計画内容に関すること 

 プロジェクトに用いられた成果、キャパシティの構築（成果 1）、対象グループの平均

総収入と技術導入率（成果 2）、実施県によるプロジェクトの持続性（成果 3）及び情報

管理（成果 4）のすべて指標は測定可能であり、成果の達成によりプロジェクト目標が

達成される枠組みが論理的に構築されている。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
 プロジェクトは、農業省の一連の普及システムに従い、本省の SHEP ユニットから州、

県、区、農業普及員のすべてのレベルに対し SHEP アプローチのトレーニングを実施す

る。プロジェクト実施期間中に農業省・HCDA の職員の 50％以上が SHEP アプローチ

に関する 1 週間のトレーニング受ける計画であり、SHEP アプローチを農業省・HCDA
内を幅広く広めることで、プロジェクト目標の効果的な支援システムの確立をめざす。

 プロポーザル方式による実施県の選択により、プロジェクトに対するニーズの高い県が
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選択されることになり、このことが実施県における 2 年目以降のプロジェクトの継続率

を高めたと思われる。加えて 1 年目に学んだことを県が 2 年目に自力で実践するという

仕組みにより、実施県のキャパシティ強化に役立っている。 
 SHEP アプローチの園芸作物栽培基本技術 20 は、市場調査による作物の選択から収穫

後のハンドリングまで園芸農業にかかる技術を包括的に網羅しており、これらの技術を

導入することで収穫量が増えるように設計されている。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（1）計画内容に関すること 

計画内容に関して特に問題点は見られなかった。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

 成果 2 の指標 2-1 について、2 州 8 県において農民の平均総収入は減少したが、その要

因として収集されたデータ個数の少なさ、悪天候による収穫のロス、道路網の悪さや普

及員・GF のサポートの弱さなどが挙げられる。 
 一方、平均総収入が増加した県において、高いグループ・エンパワーメント値や技術導

入率が確認された。 
 
３－５ 結論 

プロジェクト目標である小規模園芸農家のための効果的な支援システムが全国的に確立され

ることの達成度は良好といえる。SHEP ユニットやフィールドレベルでの職員のキャパシティは

強化されているし、農民グループによる技術の導入率も高い。平均総収入が 12 県で増加したこ

とは所得向上の目標達成へも明るい見通しであるといえる。SHEP アプローチの継続に関しても

職員や農民のやる気も高く、農業省のプロジェクトへのオーナーシップも醸成されている。持

続性に関する問題点としては、プロジェクト予算の醸成、モニタリングやフォローアップに係

るリソースの醸成、悪天候や社会的動乱、行政システムの変更などの外部要因による影響が挙

げられる。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
（1）プロジェクトチームに対する提言 

 SHEP アプローチのガイドライン草案作成に関する計画を具体化する。 
 成果 2 で提示された阻害要因に対する解決策のフォローアップを続ける。 
 プロジェクトの実施州の拡大に伴い、新しい州・県での実施と従来の州・県のモニタリ

ングやフォローアップとの間のバランスを見出す。 
 モデル農民グループ間での経験や成功例を発表し、共有する意見交換会の開催をプロジ

ェクト活動の一環として実施する。 
 
 
（2）ケニア政府に対する提言 

 実施県へプロジェクト 2 年目の予算が十分に配賦される。 
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 2015 年のプロジェクト終了後も教材が引き続き確保されるための持続性のあるメカニ

ズムを、農業省内で確立する。 
 農業関連のドナー・プロジェクトの情報共有や、SHEP アプローチを他ドナーへ紹介す

る機会を提供する。 
 
３－７ 教訓 
 PDM の指標について、計測可能な数値を入れたため、プロジェクト目標達成の進捗を客

観的に確認することができた。 
 SHEP アプローチの一連の研修について、農業省の既存の普及システムを活用して実施し

たことで、効果的・効率的に農業省職員や農民の能力を強化できたとともに、活動実施

後の支援体制（農民に対する普及員の支援、普及員に対する県 SHEP 運営チームの支援な

ど）も強化することができた。 
 プロジェクト活動を 1 年目と 2 年目に分け、1 年目は農業省からの支援を直接受けて実施

し、1 年目の経験を活用して 2 年目の活動を農業省の地方（県）支所が独自の人的リソー

スと財源で継続するように設計されている。 
 移転する技術が園芸農業のバリューチェーンをすべて網羅しているとともに、研修内容

が効果的に農民の営農活動に取り入れられるよう、一連の研修計画が農民の営農活動に

配慮して設計されている。 
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第１章 中間レビューの概要 
 
１－１ プロジェクトの概要 

１－１―１ 背景 
ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の農業セクターは GDP の 26％、外資獲得の 65％

を占めるなど国家経済において重要な役割を果たしている〔農業セクター開発戦略（ASDS）
2010-2020〕。中でも園芸分野は、年率 15－20 ％の成長率を示す農業セクターにおける重要な

サブセクターであり、その生産量の 60％は小規模農家が担っている。収益性の高い輸出市場へ

の小規模園芸生産者の参入割合は低く、かつ参入している場合でも収益性は低い。一方、ケニ

アの園芸生産量の 96％は国内市場で販売、消費されており、収益の機会の多い国内市場におい

て、小規模園芸生産者がより高い収益を得るための支援の必要性が認識されていた。 
JICA は 2006 年より 3 年間にわたり、ケニア国農業省と園芸作物開発公社（HCDA）を通じ

て、小規模園芸農家の組織強化・収入向上と農業省普及員及び HCDA 職員の能力向上を目的と

した「小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト（SHEP）」を実施した。 
SHEP では小規模園芸農民組織を対象に、栽培からマーケティングまで市場に対応できるよ

う、研修を中心とした能力向上支援（SHEP アプローチ）を行ったところ、支援対象の農民組

織において所得の向上が確認される等、大きな成果を収めた。ケニア国政府はこの成果を高く

評価し、SHEP をはじめとする既存の農家支援事業の知見に基づき、同様の活動の全国展開を

担う目的で小規模園芸農民組織強化・振興ユニット（以下、「SHEP ユニット」と記す）を農業

省作物管理局下に設立することとし、同ユニットの立ち上げと機能強化支援をわが国に要請し

た。 
これを受けて JICA は、農業省作物管理局及び HCDA をカウンターパート機関として、小規

模園芸農家への効果的な支援システムが全国的に確立されることを目標とした「小規模園芸農

民組織強化・振興ユニットプロジェクト（SHEP UP）」を 2010 年 3 月から 2015 年 3 月まで 5
年間の予定で実施中である。 

SHEP UP では、SHEP ユニットや農業省普及員、HCDA 職員などに対し SHEP アプローチに

関する一連の研修を行い、彼ら自身が農家を指導する能力を強化することで、全国の小規模園

芸農家を効果的に支援するシステムを構築することを目的としている。プロジェクトは全国 8
州を対象とし、各州において実施県 10 県がプロポーザル方式に基づき選出される。選出され

た各実施県はモデル農民グループを 5 グループ選出し、各グループから男女 1 名ずつの農民代

表が農業普及員と共に研修を受ける仕組みを導入するなど、研修の成果発現に向けた工夫が施

されている。SHEP アプローチは、園芸農業のバリューチェーンに沿って、作物のマーケティ

ング（お見合いフォーラムや市場調査）から作物の選択、市場で求められる品質の作物を栽培

するための技術習得まで網羅的に実施される。SHEP アプローチ通じて、「作ってから売る」か

ら「売るために作る」という農民の意識の変化をもたらすような仕組みとなっている。 
2013 年 10 月現在、「チーフ・アドバイザー/園芸政策」と「園芸生産・普及」の 2 名の長期

専門家が農業省内の SHEP ユニットに派遣され、ケニア側カウンターパート（Counterpart：C/P）
と共同でプロジェクトを実施している。 
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１－１－２ プロジェクト概要 
プロジェクトの概要は以下のとおりである。 

 
表－１ プロジェクト概要 

上位目標 全国の SHEP アプローチ実施県において小規模園芸農家の生計が向上する。

プロジェクト

目標 
小規模園芸農家のための効果的な支援システムが全国的に確立される。 

成果 成果 1 SHEP ユニットにおいて SHEP アプローチ展開のための実施体制が

整う。 
成果 2 対象農民グループの園芸作物収入が向上する。 
成果 3 成果 2 に基づき、実施県において SHEP アプローチが上記対象グル

ープ以外でも展開される。 
成果 4 SHEP アプローチの情報管理システムが確立される。 

 
プロジェクトの意思決定は、プロジェクト合同調整委員会（Project Steering Committee：PSC）

で行われる。PSC は実施機関である農業省、HCDA 及び JICA の代表により構成されており 6
カ月毎に開催され、以下の役割を担う。 

① プロジェクト枠組み（Project Design Matrix：PDM）において活動計画を承認する。 
② 計画に対してプロジェクトの成果の達成度及び進捗を確認する。 
③ 必要に応じてプロジェクトに対し助言を行う。 

 
プロジェクトにおいて農村インフラや農産物加工といった活動が追加されたため、2010 年

10 月に開催された第 1 回 PSC において、農業省内の関連部局の局長がメンバーとして追加さ

れた（付属資料 3 参照）。 
プロジェクト運営委員会（Project Management Committee：PMC）は、プロジェクト・ディレ

クター（農業省作物管理局長）、プロジェクト・マネジャー（農業省園芸部長）、副マネジャー

（HCDA 技術助言サービス部長）、SHEP UP ユニット・リーダーとチーフアドバイザー（JICA
専門家）で構成されている。PMC も含めた SHEP ユニットの体制は、以下のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（出典：SHEP ユニット） 

図－１ SHEP アプローチ実施体制図  
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SHEP ユニットはプロジェクト実施の中枢であり JICA 専門家と農業省及び HCDA から派遣

されたケニア側 C/P で成り立っている。SHEP アプローチの実施は以下のとおり、農業省の普

及システムに従って行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：SHEP ユニット） 

図－２ SHEP アプローチ普及システム図 

 
各フィールドレベルにおける職員のプロジェクト実施に関する主な役割は以下のとおり。 

 
表－２ SHEP UP 実施の各行政レベルにおける役割 

行政レベル 主な役割 職員 
州 SHEP UP 運営チ

ーム 
 実施県の選出 
 プロジェクト実施県へのサポート 
 

州農業省ディレクター 
州 SHEP デスクオフィサ

ー、HCDA ステーショ

ン・マネジャー 
県 SHEP UP 運営チ

ーム 
 モデル農民グループの選出 
 普及員・GF へのサポート 
 プロジェクトのモニタリングとフォローアッ

プ 
 県レベルにおける実施の年間計画・予算の作成

 普及員・GF の研修（2 年目以降） 

県農業官、 
SHEP デスクオフィサ

ー、HCDA ステーショ

ン・マネジャー 

区農業官  普及員・GF のサポート 
 プロジェクト実施におけるモニタリングとフ

ォローアップ 

区農業官 

農業普及員・グル

ープファシリテー

ター（GF） 

 農民グループの研修 
 実施中の農民グループのモニタリングとフォ

ローアップ 

農業普及員・GF 

農民グループ 裨益グループ  
（出典：中間レビュー調査団）
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プロジェクトはケニア全州を対象とし、各年毎に 2 州においてプロジェクトを実施する。実

施 1 年目はプロジェクト予算（主に JICA 負担）を用いて SHEP ユニット職員による研修（表

－３の黒色部分）が行われ、実施 2 年目は 1 年目の経験を基に、県 SHEP UP 運営チームが中

心となりケニア側の予算と年間計画を策定し、新たな農民グループを選出してプロジェクトを

実施する（表－３の灰色部分）。 
 

表－３ SHEP UP 実施州のリストと実施年度 

州 バッチ 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

Central 1st             

Rift Valley 1st             

Nyanza 2nd             

Western 2nd             

Eastern 3rd             

Coast 3rd             

North Eastern 4th             

Nairobi 4th             
（出典：中間レビュー調査団） 

 
今回の中間レビューの時点ではセントラル州とリフト・バレー州 2 州が実施 2 年目の最終段

階にあり、ニャンザ州とウエスタン州では実施 1 年目の最終段階であった。SHEP ユニットは

中間レビュー終了直後からイースタン及びコースト州の実施 1 年目を開始する予定である。 
SHEP UP の目的は SHEP アプローチを通して農業普及員のキャパシティを構築し、小規模園

芸農家グループへのサポートを強化することから以下の研修を行っている。研修の詳細に関し

ては付属資料 14 を参照のこと。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：SHEP ユニット） 

図－３ SHEP アプローチ研修の概略図 
  

1. 1. SHEPSHEPアプローチ導入ワークショップアプローチ導入ワークショップ

2. 2. FABLISTFABLISTフォーラムフォーラム

3. 3. JEF2GJEF2G研修研修

グループ演習グループ演習

4. 4. 普及員研修普及員研修

5. 5. 現地研修現地研修

フォローアップフォローアップ//モニタリング・評価モニタリング・評価

市場指向型小規模園芸農家グループ市場指向型小規模園芸農家グループ

農村インフラ整備農村インフラ整備
（土のうによる農村道整備）（土のうによる農村道整備）

農産物加工農産物加工

1) リクエスト・フォーム

の提出

2) 研修＆デモンスト

レーション施工

3) 農家グループによる

農村道整備

4) フォローアップ/
モニタリング・評価

1) リクエスト・フォー

ムの提出

2) 研修＆デモンスト

レーション加工

3) 農家グループによる

農産物加工

4) フォローアップ/
モニタリング・評価

ベースライン調査ベースライン調査

SHEPSHEPアプローチ概略図アプローチ概略図

研修パッケージ研修パッケージ
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SHEP アプローチの研修に加え、モデル農民グループの要請に答える形で農産物加工や土の

う技術の研修も行っている。農産物加工と土のう技術の研修に関する詳細は付属資料 9 を参照

のこと。 
 
１－２ 評価方法 

本調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン」（2010 年 6 月改訂版）に基づいた評価手法に沿っ

て以下のとおり実施した。 
① プロジェクトの計画を論理的に配置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

最新版をレビューの枠組みとして捉え、その指標に照らしてプロジェクトの実績を確認し

た（最新 PDM は付属資料 1 参照）。 
② プロジェクト目標の達成度合いに貢献した要因や阻害した要因をプロジェクトのデザイ

ン・実施プロセスの観点から分析した。 
③ 「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」の 5 つの観点（評価 5 項目）から、

プロジェクトをレビューした。今回は中間レビューのため、特に「妥当性」、「有効性」、「効

率性」に重きを置いた。 
④ プロジェクトの残りの期間の活動に対する提言を抽出した。 

 
本調査は、日本側とケニア側の合同レビューとして実施された。結果を合同レビューレポート

（英）に取りまとめた。 
 

１－２－１ パフォーマンスの検証 
プロジェクト・パフォーマンスの検証は、PDM に記されている成果、プロジェクト目標、上

位目標を各指標を用いて検証する。中間レビューでは、プロジェクト目標と上位目標の達成は

予測の範囲に留める。以下、PDM の概念と PDM に使用される語彙の定義を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：新 JICA 事業評価ガイドライン 2010 年より抜粋） 

図－４ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

  



 

－6－ 

表－４ PDM の語彙と定義 

語彙 定義 
上位目標 プロジェクト終了後 3-5 年以内に見込まれる間接的・長期的な効果、対象社

会へのインパクト 
プロジェクト

目標 
プロジェクト終了時に到達すると期待されるターゲットグループや対象社会

への直接的な効果 
成果 活動を行うことによって、産出される財・サービス 
活動 成果を産出するための活動 
外部条件 プロジェクトによる効果が持続していくための条件 
前提条件 活動を始める前にクリアする条件 
指標 目標の達成度を測る指標と目標値 
検証方法 指標の測定するための情報源 
投入 活動に必要な資源（人材、資金、資機材等） 

（出典：新 JICA 事業評価ガイドライン 2010 年より抜粋） 

 
１－２－２ 実施の検証 

実施の検証については活動がプロジェクト計画（Plan of Operations：PO）に提示されたとお

り進んでいるか、プロジェクトの管理は正しく行われているか、実施に際する阻害・貢献要因

は存在するかなどを検証した。 
 

１－２－３ 評価 5 項目に基づいた評価 
調査団は以下に示す評価 5 項目に沿って評価を行う。 

 
表－５ 評価 5 項目 

1. 妥当性 プロジェクトの正当性・必要性を確認する。プロジェクト目標と上位目標がケ

ニアの政策や日本の ODA 政策・戦略に沿っているか。ターゲットグループや

最終受益者のニーズに合致しているか。 
2. 有効性 プロジェクトの成果の達成度はどの程度か。また、成果がプロジェクト目標の

達成度と結びついているか。 
3. 効率性 プロジェクトの投入から生み出されるアウトプットの程度は、タイミング、質、

量の観点から妥当であったか。 
4. インパクト プロジェクトの実施によってもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効

果はあったか（予期していなかった正・負の効果や影響を含む）。 
5. 持続性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続されるか、

あるいは拡大されていく可能性があるか（政策的、組織的、技術的、財政的な

各側面からプロジェクトの持続性の見込みを考察する）。 
（出典：新 JICA 事業評価ガイドライン 2010 年より抜粋） 

 
１－３ 中間レビュー実施方針 

全体の対処方針として中間レビューでは以下の点に基づく評価を実施する。 
 

① 中間レビュー開始時点での PDM 最新版（第 3 版、付属資料 1 参照）に沿って、投入実

績、活動実績、計画達成度の見込みを確認する。 
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② 計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の

観点から、プロジェクトの目標達成及び成果達成の見込み等を調査する。 
③ 実施プロセス等に関する情報・データの収集・分析を行い、プロジェクト実績の貢献・

阻害要因を抽出する。 
④ プロジェクト終了までの課題及び今後の活動計画について合同調査団として協議し、提

言や教訓を取りまとめる。 
⑤ 以上の調査結果をもとに、合同調査団として評価 5 項目の観点から評価を行い、合同評

価報告書として取りまとめる。 
⑥ PSC にて評価結果及び PDM や PO の関連部分の変更も含めた提案を行い、評価・協議

結果を協議議事録（M/M）として取りまとめる。 
 
今回の中間レビューでは、主に今まで対象としてきた地域の実績をもとに、普及関係者に SHEP

アプローチを浸透させるための実施体制（成果 1）と、SHEP アプローチの導入による対象グル

ープの園芸作物による収入の向上（成果 2）の達成見込みの確認に重点を置き、今後の活動に向

けた提言と教訓を提示する。 
評価 5 項目に関して、調査団は以下の点に注目して評価を行った。 

 
① 妥当性：本案件は先行案件の SHEP を通じて高い効果が確認された SHEP アプローチを、

農業省内に新設された SHEP ユニットを拠点に全国 8 州に展開する仕組みを構築すること

を目的としている。特に、県農務官（District Agricultural Officer：DAO）の要請に基づき

州農務官が対象県を選定するというプロポーザル方式を新たに採用している。調査団はプ

ロジェクト実施州・県を訪れ、実施体制や研修・普及システム、プロポーザル方式の妥当

性を検討する。 
 

② 有効性：現在 4 州 40 県に対して SHEP アプローチが実施されているが、その対象地域の

農家グループから平均収入や技術の導入率等の情報が得られている。現時点での入手可能

な情報をもとに、調査団はプロジェクト目標の達成見込みや阻害・貢献要因について分析

する。 
 
③ 効率性：本案件では、SHEP の経験をもとに開発された各種研修やモニタリングを実施す

るために資金や人的資源、機材（教材）を投入している。また、ジェンダー主流化、土の

う技術、農産物加工、ウォーター・ハーベスティングといった手法・技術の導入のために、

人的資源を投入している。今回の調査では、各投入について、成果を生み出すために量・

質・時期が効率的であったかを検討する。 
 
④ インパクト：上位目標達成の見込みについて検討するとともに、プロジェクト実施により

もたらされる、より長期的・間接的な正・負の効果について検討する。また、波及効果発

現のために必要な活動（政策レベルへの働きかけ、他ドナー・他プロジェクトとの連携等）

についても検討する。 
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⑤ 持続性：持続性に関しては、政策・制度、組織、財政、技術、オーナーシップと社会経済

環境面の各側面から考察する。特に財政面に関しては日本・ケニア間での予算分配や 2015
年援助終了後のプロジェクトの継続性についても検討する。 

 
１－４ 中間レビュー合同調査団員リスト 

ケニア側 

氏 名 所  属 

Benson Mureithi 農業省作物局園芸部副部長、品質保証及び規格課、植物検疫長 

Stanley Miyogo 農業省政策・外交部シニア副部長 

Jacqueline Oseko 園芸開発公社職員 

 
日本側 

担 当 氏 名 所  属 

団長 花井 淳一 JICA ケニア事務所次長 

計画管理 片山 和久 JICA ケニア事務所所員 

普及・政策 Sebastian Odanga JICA ケニア事務所所在外専門調査員 

評価分析 杉本 寛子 太平洋技術監理有限責任事業組合 

 
１－５ 中間レビューのスケジュール 

本中間レビューは以下の示す調査スケジュールに基づき 2012 年 10 月 1 日から 26 日まで実施

された。 
 

表－６ 中間レビューのスケジュール 

Date Place Activities 

2012/10/01 
Nairobi：JICA Kenya Office Courtesy call to the JICA Kenya Office, Discussion with 

an Evaluation Team members from JICA side 
2012/10/02 Nairobi：JICA Kenya Office Meeting at the JICA Kenya Office, 12:00 pm：TV 

Conference with JICA H.Q. 
2012/10/03 Nairobi：SHEP UP Office 9:00 am - 11:00 am：Discussion with an Evaluation Team 

members from Kenyan side @ AS Committee Room
（3F）, MoA 

2012/10/04 Nairobi：MoA & HCDA Visit SHEP UP Office to conduct interviews to the SHEP 
UP Team & data collection etc. 

2012/10/05 Nairobi：SHEP UP Office 8:00 am：Courtesy call to the MoA（PS）, 11:00 am：

Courtesy call to the HCDA H.Q.（MD）, Visit SHEP UP 
Office to discuss with SHEP UP Team（JICA Expert & 
C/Ps）on procedures of the evaluation 

2012/10/06 Nairobi  
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2012/10/07 Nairobi -> Nyeri Field Trip to the Implementing Districts of the 1st Batch
（1st Year's & 2nd Year's Groups）& 2nd Batch（1st 
Year's Group） 

2012/10/08 Nyeri Visit PDA's Office of Central Province, Mwihoko Self 
Help Group（1st Year's Group）of Kieni East District in 
Central Province, Nginyii Maendeleo Self Help Group
（2nd Year's Group）of Kieni West in Central Province 

2012/10/09 Nyeri -> Nakuru -> Nairobi Kacengo Self Help Group（1st Year's Group）of Nakuru 
North in Rift Valley Province, Bathi Dairy and 
Horticulture Self Help Group（1st Year's Group）of Lari 
Districts in Central Province 

2012/10/10 Nairobi -> Eldoret（Flight） Tulwop Ng'etuny Charity Women Group（1st Year's 
Group）of Wareng District in Rift Valley Province 

2012/10/11 Eldoret - > Kakamega -> 
Homabay 

Baraka Youth Group（1st Year's Group）of Kakamega 
Central District in Western Province 

2012/10/12 Homabay -> Suba -> Kisumu Madundu Self Help Group（1st Year's Group）of Suba 
District in Nyanza Province 

2012/10/13 Kisumu - > Nairobi（Flight）  
2012/10/14 Nairobi  
2012/10/15 Nairobi：SHEP UP Office Data analysis & Preparation of an evaluation report 
2012/10/16 Nairobi：MoA & HCDA Data analysis & Preparation of an evaluation report 
2012/10/17 Nairobi：Other related 

organizations 
Data analysis & Preparation of an evaluation report. The 
Team meeting to finalize the evaluation results. 

2012/10/18 Nairobi Discussion with SHEP UP Team. Preparation of an 
evaluation report 

2012/10/19 Nairobi Finalize an evaluation report 
2012/10/20 Nairobi  
2012/10/21 Nairobi  
2012/10/22 Nairobi Finalize an evaluation report 
2012/10/23 Nairobi Finalize an evaluation report 
2012/10/24 Nairobi 10:00 am：The 5th Project Steering Committee Meeting 

& Mid-term Evaluation Report @ PS Board Room（7F）, 
MoA 

2012/10/25 Nairobi Making a M/M, Revision of the evaluation report 
2012/10/26 Nairobi Report at the JICA Kenya Office 

（出典：SHEP ユニット） 
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第２章 評価結果 
 
２－１ パフォーマンスの検証 

２－１－１ 成果 
 

（1）成果 1 
成果 1 SHEP ユニットにおいて SHEP アプローチ展開のための実施体制が整う。

指標 1-1. プロジェクト対象地域において、80％の州及び県レベルの農業省普

及職員及びステーク・ホルダーが SHEP アプローチを的確に理解する。 
1-2. プロジェクト終了時までに、SHEP アプローチのガイドラインが完成

する。 
達成度 成果 1の達成は見込まれるが SHEPアプローチのガイドラインはプロジェ

クトの後半部に完成される予定。 
 

成果 1 に関しては以下の理由から達成が見込まれる。 
 

指標 1-1. プロジェクト対象地域において、80％の州及び県レベルの農業省普及職員及びス

テーク・ホルダーが SHEP アプローチを的確に理解する。 
 

指標 1-1 については以下の点を持って 80％の州及び県レベルの農業省普及員及びステー

ク・ホルダーが SHEP アプローチを的確に理解しているかを検証した。 
 

 県 SHEP UP 運営チームのワークショップの最後に SHEP アプローチの理解度に関するテ

ストを行ったところ、その合格率が 100％であった。 
 県 SHEPUP 運営チームに聞き取り調査を行ったところ、全員が SHEP アプローチや研修

プログラムに関して説明することができた。 
 FABLIST フォーラムに参加したステーク・ホルダーへの質問に対し、99％の回答者が農

民と園芸関連のバリューチェーンにかかわるステーク・ホルダーとの橋渡しを目的とす

るという同フォーラムの趣旨を正しく理解していた。 
 

指標 1-2. プロジェクト終了時までに、SHEP アプローチのガイドラインが完成する。 
 

プロジェクトの実施において集積された方法、ツール、経験や学習を集約し、今後に活か

す目的で、SHEP アプローチのガイドラインの作成がなされる。実施 4 年目の第 4 バッチの

州のプロジェクト開始後から草案作りを始め、プロジェクト最終年に完成させる予定である。 
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（2）成果 2 
成果 2 対象農民グループの園芸作物収入が向上する。 
指標 2-1. SHEP アプローチを活用後 2 年以内に、ユニット及び県に支援された

すべての小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民グ

ループは、エーカー当たりの売上高をセントラル州で平均 18.0％～48.2％、

リフト・バレー州で平均 17.3％～52.7％、ニャンザ州で平均 13.8％～55.3％、

西部州で平均 15.5％～53.6％増加させる。1 
2-2. 研修後 2 年以内に、小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・

女）及び農民グループのうち 70％以上が、県目標値以上の園芸作物栽培基

本技術を利用する。 
2-3. 研修後 2 年以内に小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）

及び農民グループの園芸作物栽培基本技術の利用率が、セントラル州で平

均 16.0％～68.6％、リフト・バレー州で平均 14.2％～43.2％、ニャンザ州

で平均 9.2％～67.7％、西部州で平均 33.3％～84.0％増加する。2 
達成度 成果 2 は達成されたが問題点は存在する。 

 
成果 2 は達成されたが問題点は存在する。今回の中間レビューはセントラル及びリフト・

バレー州の 1 年目のモデル農民グループから 2012 年 8-9 月にかけて収集された 1 年目のデー

タに関して評価・分析を行った。収集された農民グループの平均総収入と技術導入率を各県

でのプロジェクト開始時に収集されたベースライン調査値と比較した。また、当初 PDM の

                                                        
1 各SHEP UP活動実施県における指標2-1は以下のとおり。セントラル州：ラリ県25.7％、ニャンダルア・セントラル県47.7％、

キエニ・イースト県38.9％、カンダラ県18.0％、キエニ・ウェスト県22.0％、キクユ県19.5％、キリニャガ・ウェスト県48.1％、

リムル県36.7％、ニャンダルア・ウェスト県37.4％及びムランガ・サウス県48.2％。リフト・バレー州：ナンディー・イー

スト県24.0％、ナクル・ノース県22.4％、ワレング県17.3％、ナンディー・サウス県23.1％、カジアド・ノース県24.0％、ラ

イキピア・ウェスト県52.7％、マラクウェット・ウェスト県35.3％、トランスマラ・ウェスト県44.9％、ソッティック52.1％
及びナロック・サウス県21.2％。ニャンザ州：シアヤ県51.5％、ニャミラ県24.3％、ボンド県47.7％、マサバ・サウス県27.0％、

ラチュオニョ・サウス県25.4％、ゲム県25.9％、グチャ県42.0％、スバ県55.3％、キスム・イースト県42.2％及びウゲンヤ県

13.8％。西部州： クウィセロ県17.6％、カカメガ・ノース県43.7％、マウント・エルゴン県42.9％、サバティア県20.1％、

カカメガ・セントラル県15.9％、ハミシ県15.6％、マテテ県19.0％、チェプタイス県53.6％、ブンゴマ・イースト県52.7％及

びテソ・ノース県15.5％。 
2 各SHEP UP活動実施県における指標2-2は以下のとおり。セントラル州：ラリ県44.6％（男：41.2％／女：48.3％）、ニャンダ

ルア・セントラル県68.6％（男：87.6％／女：49.0％）、キエニ・イースト県42.7％（男：38.5％／女：47.9％）、カンダラ県

60.3％（男：63.1％／女：57.6％）、キエニ・ウェスト県37.3％（男：37.2％／女：37.5％）、キクユ県19.3％（男：18.2％／女：

20.3％）、キリニャガ・ウェスト県45.1％（男：44.2％／女：45.9％）、リムル県45.3％（男：42.2％／女：47.8％）、ニャンダ

ルア・ウェスト県16.0％（男：14.0％／女：17.2％）及びムランガ・サウス県45.0％（男：38.9％／女：54.8％）。リフト・バ

レー州：ナンディー・イースト県22.0％（男：20.8％／女：23.3％）、ナクル・ノース県31.4％（男：28.5％／女：34.2％）、

ワレング県16.4％（男：10.3％／女：24.8％）、ナンディー・サウス県36.5％（男：29.7％／女：45.8％）、カジアド・ノース

県14.2％（男：10.7％／女：17.7％）、ライキピア・ウェスト県37.8％（男：36.0％／女：40.0％）、マラクウェット・ウェス

ト県43.2％（男：48.6％／女：35.9％）、トランスマラ･ウェスト23.3％（男：22.5％／女：25.0％）、ソティック16.4％（男：

16.0％／女：16.8％）及びナロック・サウス県30.7％（男：23.6％／女：35.5％）。ニャンザ州：シアヤ県64.2％（男：51.6％
／女：73.4％）、ニャミラ県56.7％（男：51.4％／女：62.1％）、ボンド県16.8％（男：15.4％／女：18.2％）、マサバ・サウス

県31.2％（男：27.7％／女：34.1％）、ラチュオニョ・サウス県12.1％（男：12.4％／女：11.6％）、ゲム県42.4％（男：33.1％
／女：53.8％）、グチャ県67.7％（男：62.6％／女：69.5％）、スバ県64.4％（男：61.9％／女67.8％）、キスム・イーズト県9.2％
（男：10.6％／女：8.1％）及びウゲンヤ県21.8％（男：20.2％／女：23.1％）。西部州：クウィセロ県33.3％（男：33.7％／

女：33.1％）、カカメガ・ノース県39.6％（男：33.9％／女：44.9％）、マウント・エルゴン県56.5％（男：51.3％／女：63.6％）、

サバティア県58.7％（男：49.1％／女：68.8％）、カカメガ・セントラル県46.2％（男：37.2％／女：56.9％）、ハミシ県84.0％
（男：46.7％／女：113.6％）、マテテ県39.3％（男：37.2％／女：40.5％）、チェプタイス県56.1％（男：47.5％／女：64.5％）、

ブンゴマ・イースト県59.6％（男：54.9％／女：64.1％）及びテソ・ノース県40.6％（男：35.0％／女：45.9％）。 
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指標 2-2 については、より明快になるよう指標 2-2 と 2-3 に分割して記載することにした。 
 

指標 2-1．SHEP アプローチを活用後 2 年以内に、ユニット及び県に支援されたすべての小

規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民グループは、エーカー当たりの

売上高をセントラル州で平均 18.0％～48.2％、リフト・バレー州で平均 17.3％～52.7％、ニ

ャンザ州で平均 13.8％～55.3％、西部州で平均 15.5％～53.6％増加させる。 
 

指標 2-1 に示されている平均総収入の目標値の設定はベースライン調査値のデータを基準

として次の 3 要素を考慮して県別に設定されている。 
 

A. 生産量：ベースライン調査値を基本として、国家・県別の生産量の可能性、過去 3 年

間の生産量の達成値及び種子会社数社が示す目標値を元に生産量の目標値が設定さ

れた。 
B. グループ・エンパワーメント値（GEI 値）：GEI 値のレベルが上がれば総収入が増加す

るという仮定に基づき各 GEI 値の増加を 20％として追加する。 
C. 農村インフラ：土のう技術により道路状態がよくなることで収入の増加が見込まれる

という仮定から土のう技術による道修理を 10％として追加する。 
 

以上 3 要素から計算された値を各県の収入増加の目標値（指標 2-1）とする。目標値の算

出方法に関する詳細は付属資料 16 を参照のこと。 
今回の中間レビューのために収集されたデータに基づき、グループ別、個人別、男女別の

平均総収入が各県ごとに算出された。今回収集されたデータの個数がベースライン調査の個

数に比べて少なかった県が多くそのため母数が小さくなった。このことから今回の中間レビ

ューでは、グループ別のデータを使用せずに農民個人（男女別）のデータのみを利用して評

価・分析を行うこととした。 
 

指標 2-1 の結果は以下のとおりである。 
 セントラル州 10 県のうち 8 県で農民個人の平均総収入が増加した。 
 リフト・バレー州 10 県のうち 4 県で農民個人の平均総収入が増加した。 

 
表－７はセントラル州の農民個人の平均総収入の増加率と目標値を示している。詳細のデ

ータについては付属資料 17 を参照のこと。 
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表－７ セントラル州 10 県の農民個人の平均総収入の増加率（％） 

  

県 Lari Nyandarua 

Central 

Kieni 

East 

Kandara Kieni 

West 

Kikuyu Kirinyaga 

West 

Limuru Nyandarua 

West 

Murang’a 

South 

目標値 25.7 47.7 38.9 18.0 22.0 19.5 48.1 36.7 37.4 48.2 

達成値 -28.3 50.3 75.4 -56.5 119.0 28.8 4.4 369.9 241.4 85.1 
（出典：中間レビュー調査団） 

 

セントラル州では 10 県のうち 8 県で農民個人の平均収入が増加し、うち７県では増加率

が目標値以上に達した。一方、キリニャガ・ウェスト県はベースライン調査値に比べて平均

収入は増加したが目標値には達しなかった。目標値に達した県の平均総収入の伸び率の幅は

28.8％から 369.9％であり、多くの県で目標値を大幅に上回った。特にリムル県ではその上昇

率は目標値の 10 倍以上、ニャンダルア・ウェスト県では 6 倍以上、キエニ・ウェスト県で

は 5 倍以上の伸びを示している。 
平均総収入が下がった 2 県での収入の減少率は-18.3％と-56.6％であった。この 2 県の目標

値は他県に比べて低く設定されていたにもかかわらず、目標値には至らなかった。 
平均総収入の延び率を男女別に考察してみると、ほとんどの県において同様の傾向が見ら

れた。ただし、うち 2 県では男性農民の平均総収入は増加したが女性農民の値は減少、１県

では女性農民の平均総収入が増加したが男性農民の値は減少している。 
 
表－８はリフト・バレー州の農民個人の（詳細は付属資料 16-1、16-2 参照）。平均総収入

の増加率と目標値を示している。 
 

表－８ リフト・バレー州 10 県の農民個人の平均総収入の増加率（％） 

  

県 Nandi 

East 

Nakuru 

North 

Wareng Nandi 

South 

Kajiado

North 

Laikipia

West 

Marakwet 

West 

Transmara 

West 

Sotik Narok 

South 

目標値 24.0 22.4 17.3 23.1 24.0 52.7 35.3 44.9 52.1 21.2 

達成値 -8.1 -65.6 2.0 -16.4 -24.3 248.0 -73.2 130.2 81.4 -23.1 
（出典：中間レビュー調査団） 

 
リフト・バレー州の 10 県のうち 4 県で農民個人の平均総収入が増加した。うち 3 県では

増加率が目標値以上に達したが、1 県は目標値には達しなかった。目標値に達した 3 県での

平均総収入は大幅な伸び率を示しており、その幅は 81.4％から 248％であった。特にライキ

ピア・ウェスト県では上昇率は目標値の 4.5 倍以上、トランスマラ・ウェスト県では約 3 倍

以上、ソティック県では 1.5 倍の伸びを示している。 
一方、平均総収入が下がった 6 県における減少率の幅は-8.1％から-73.2％であった。特に

2 県での減少率が大きく、ナロック・ノース県では 65％の減少、マラクウェット・ウェスト

県では 73％減少した。 
男女別に見てみると、農民個人の平均総収入が増加した 3 県においては男女農民の平均総

収入もそれぞれ増加した。個人の収入が減少した 6 県のうち、5 県では女性農民の収入は増
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加したが男性農民の値は減少した。 
指標 2-1 の農民個人の平均総収入の増加・減少に関する阻害要因及び貢献要因について、

調査団が SHEP ユニットと討議を行った結果、以下の要因が明らかになった。 
 

A. 天候による被害 
ナクル・ノース（-65.6％）、ニャンディ・サウス（-16.4％）、マラクウェット・ウェスト県

（-73.2％）では旱魃や霜害、洪水などの天候被害により収穫量は減少し、結果として収入も

減少した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（出典：SHEP ユニットより提供） 

 
問題解決に向けた対処策 
農村インフラ整備の一環として SHEP ユニットでは治水技術の導入を計画しており、2012

年 5 月には短期専門家による現地調査が行われ、農家グループに導入可能なウォーター・ハ

ーベスティング技術の検討が行われた。さらに 2012 年 11 月にも短期専門家の派遣が予定さ

れており、同専門家の到着後、前回の検討結果により推奨されたウォーター・ハーベスティ

ング技術を、第 3 バッチのイースタン州・コースト州において導入する予定である。 
 

B. 収集データの不足 
今回の調査ではベースライン調査時に比べて収集されたデータ数が少なかったことから、

比較のための母数が小さくなった。データの収集期間がベースライン調査時に比べて短かっ

たこと、データ収集時の農業普及員・GF への SHEP ユニットからのサポートが十分でなか

ったことが理由として挙げられる。また、農民グループの中には、作物の生産量やそこから

得た収入といったデータをすべて報告せず、一部のみ（例：8 種類の作物のうち 4 種類のみ）

を報告したグループや、バナナやパッションフルーツなどデータ収集時には収穫に至ってい

ない作物があったため報告しなかったグループもあった。プロジェクトの活動にはモニタリ

ングも含まれており、また終了時評価においても同様の情報が必要になることをかんがみる

と、今後引き続き SHEP ユニットが中心となって正確なデータ収集を続けることを期待する。 
  

水不足の影響をうける、ナクル・ノース県ビイ

ディキリモグループのトマト 
洪水のためにラリ県キナレ地区において作物が

流された。 
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問題解決に向けた対処策 
 

 データ収集時の農業普及員・GF へのサポートを強化する。 
 データ収集期間を十分に確保する。 

 
C. 農業普及員・GF に関する問題 

収入が減少した県の多くでは農業普及員・GF のモデル農民グループへのサポートが十分

でなかったとの報告も受けている。農業普及員・GF はプロジェクトの成功の鍵を握る重要

な役割を担っていることから、SHEP ユニットは農業普及員・GF の能力強化のために、SHEP
アプローチによる一連の研修や栽培技術を写真入りの紙芝居で説明した教材も提供してい

る。しかし、遠距離のため農業普及員・GF がモデル農民グループへ訪問する機会が減った、

人事異動により研修を受けていない農業普及員・GF が入れ替わりで配属された、県や区か

ら農業普及員・GF へのバックアップが弱い、などが理由として挙げられる。 
 

問題解決に向けた対処策 
 

 県 SHEP・UP 運営チームに対し農業普及員・GF へのバックアップ強化の働きかけを促

す。 
 人事異動で新しく配置になった農業普及員・GF への研修実施、教材の提供。 
 県 SHEP・UP 運営チームに対し農業普及員・GF の活動に必要なリソースの提供を促す。 

 
D. グループ・エンパワーメント（Group Empowerment Indicators：GEIs）指標の低さ 

収入が減少した県において、GEI 指標の数値が低いグループの割合が高いことが指摘され

た。GEI 指標はグループの結束性を測るために先行案件から導入されたツールであり、リー

ダーシップ、メンバーの協調性、ジェンダーバランスの 3 要素（パラメーター）から構成さ

れている。リーダーシップの強さやメンバー間の協調性の高さ、ジェンダーバランスが取れ

ていると GEI 値が高いと判断され、5 段階のレベル付けがされている。 
小規模園芸農民は、グループとして生産活動を行うほうが個人で活動するより裨益を得る

ことが多いため、グループの結束性を高めることは重要である。このことは農民や農業普及

員からの聞き取り調査の結果にも表れてきており、グループで行動することで以下の裨益が

得られたとの回答がある。 
 
 農薬、肥料、種子などの農業インプットをグループ購入することで価格を下げること

が出来た。 
 作物を販売する際にグループとして交渉することで有利になった。 
 グループとして作物を継続してバイヤーに供給することが可能になり、過去に不利益

をもたらすことが多かった仲介業者の介入を避けることができた。 
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問題解決に向けた対処策 
 

 農業普及員・GF がグループ・エンパワーメントの重要性について理解不足である場合

は、SHEP ユニットから県 SHEP 運営チームに農業普及員・GF の理解を促すよう働き

かけ、必要に応じてフォローアップ研修を行う。また、農業普及員・GF から農民グル

ープに対して組織強化に向けた取り組みが実践されているかについても、県 SHEP 運営

チームを通して適宜確認する。 
 

以下は、平均総収入が大幅に伸びた県の貢献要因として考えられる。 
 

A. 市場調査 
市場調査を通じて農民グループは何時、誰に、何を売るのかという市場のニーズを把握す

ることの重要性を学び、作物の選択や販売時期に関する選択ができるようになる。現地調査

では農民の多くが現在は作物の植え付けの前に市場調査を行うようになったと回答してい

る。また、ある HCDA 職員は、農民が市場調査を行うようになってから、作物の売り先を見

つけてほしいという依頼が来なくなったと答えている。 
 

B. FABLIST フォーラム 
FABLIST フォーラムを通じて、農民グループは種子、肥料、農薬会社や金融機関、卸業者

などの園芸農業のバリューチェーンにかかわるステーク・ホルダーと知り合う機会を得るこ

とができる。そこで得たネットワークを通じて、農民グループは投入資材のグループ購入や

良質な種子の入手、ローンの獲得などの機会を得ており、このことが作物の生産性・品質の

向上や収入の増加に貢献したと考えられる。 
 

C. ジェンダー啓蒙や家計管理の研修 
ジェンダー啓蒙や家計管理の研修は夫婦関係に正の影響を及ぼしている。現地調査で得た

回答から、農民夫婦間で農作業や家事の共同負担が増えたことや、夫が家計やその他の決定

を妻に相談するようになったことなどが聞き取られた。これは夫婦関係が従来の「経営者と

労働者」の関係から「ビジネス・パートナー」の関係に推移したことを示しており、このこ

とにより家庭内の無駄な支出や夫婦間での重複支出が抑えられ、その分、将来の投資（種子

や肥料の購入など）に回せるようになったと考えられる。 
 

指標 2-2. 研修後 2 年以内に、小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農

民グループのうち 70％以上が、県目標値以上の園芸作物栽培基本技術を利用する。 
    
指標 2-2 は、SHEP UP が推奨する園芸作物を栽培する際に必要とされる 20 種類の基本技

術の導入率に関する指標である。ベースライン調査値を元に、各県ごとに目標値（12～16 種

類）を設定している（詳細は付属資料 17-1、17-2 参照）。 
本調査では収集されたデータを元に次の 2 点を検証した。 
セントラル州で園芸作物栽培基本技術 20 の導入率を県目標値以上に導入した農民の割合
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を以下に示す。 
 

表－９ セントラル州で栽培基本技術を県目標値以上に導入した農民の割合（％） 

  

県 Lari Nyandarua 

Central 

Kieni 

East 

Kandara Kieni 

West 

Kikuyu Kirinyaga 

West 

Limuru Nyandarua 

West 

Murang’a 

South 

目標値 

（種類） 

15 12 15 15 15 15 15 15 14 14 

達成値 77.0 81.8 66.2 82.2 94.3 92.8 84.1 83.3 54.9 83.6 

（出典：中間レビュー調査団） 

 
セントラル州 10 県のうち 8 県において 70％以上の農民が県目標値に達した。また男女別

の導入率に関しても同様の傾向が見られた。 
 

表－10 リフト・バレー州で栽培基本技術を県目標値以上に導入した農民の割合（％） 

  

県 Nandi East Nakuru 

North 

Wareng Nandi 

South 

Kajiado

North 

Laikipia

West 

Marakwet 

West 

Transmara 

West 

Sotik Narok 

South 

目標値 

（種類） 
15 16 15 16 13 15 15 15 15 13 

達成値 82.6 48.5 90.0 15.9 77.9 75.9 76.0 84.8 43.8 93.5 
（出典：中間レビュー調査団） 

 
リフト・バレー州 10 県のうち 7 県において 70％以上の農民が県目標値に達した。また男

女別の導入率においても同様の傾向が見られたが、1 県では女性の到達度が満たなかったの

に対し、男性の到達度は達成された。 
 

指標 2-3. 研修後 2 年以内に小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民

グループの園芸作物栽培基本技術の利用率が、セントラル州で平均 16.0％～68.6％、リフト・

バレー州で平均 14.2％～43.2％、ニャンザ州で平均 9.2％～67.7％、西部州で平均 33.3％～

84.0％増加する。 
 

農民 1 人当たりの園芸作物栽培基本技術 20 の平均導入数の県別増加率を以下に示す。 
 

表－11 セントラル州の農民 1 人当たりの栽培基本技術の平均導入数の県別増加率（％） 

  

県 Lari Nyandarua 

Central 

Kieni 

East 

Kandara Kieni 

West 

Kikuyu Kirinyaga 

West 

Limuru Nyandarua 

West 

Murang’a 

South 

目標値 44.6 68.6 42.7 60.3 37.3 19.3 45.0 45.3 16.0 45.0 

達成値 56.3 91.2 48.2 73.0 58.5 35.9 55.4 54.8 11.4 60.1 
（出典：中間レビュー調査団） 
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セントラル州 10 県のうち 9 県において、平均導入数の増加率が県目標値を上回っている。 
また、ニャンダルア・ウェスト県を除くすべての県で男女別の技術導入率も県目標値に達

した。 
 

表－12 リフト・バレー州の農民 1 人当たりの栽培基本技術の平均導入数の県別増加率（％） 

  

県 Nandi 

East 

Nakuru 

North 

Wareng Nandi 

South 

Kajiado

North 

Laikipia

West 

Marakwet 

West 

Transmara 

West 

Sotik Narok 

South 

目標値 22.0 31.4 16.4 36.5 14.2 37.8 43.2 23.3 16.4 30.7 

達成値 38.5 23.5 32.3 4.6 26.2 48.4 57.4 40.8 9.1 68.1 
（出典：中間レビュー調査団） 

 
リフト・バレー州 10 県のうち 7 県において、平均導入数の増加率が県目標値を上回って

いる。男女の技術導入率についても同様の傾向を示している。 
 

全体として、園芸作物栽培基本技術 20 の平均導入率は高かったが、一部導入率が低かっ

た県の理由としては以下の点が挙げられる。 
 

 農業普及員・GF からモデル農民グループへのサポートの弱さ、または県 SHEP 運営チ

ームから農業普及員・GF へのサポートの弱さ。 
 物質的援助を期待していた農民グループが技術習得に取り組まなかった。 
 識字率の低いメンバーの比率が高い農民グループは、研修の内容や概念の理解に時間

がかかった。 
 

一方、農民や農業普及員に対する聞き取りでは、生産量の増加は研修による以下の技術の

習得が要因となっていると回答している。 
 

 作物カレンダーの利用。 
 優良種子の選択と適切な苗床作り。 
 肥料や農薬を適量使用することで、作物の病害の発生をコントロールすることができ

た。 
 収穫後の適切な保存方法の習得。 
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表－13 は、指標 2-1 で収入が減少した県の技術の導入率及び GEI 指数値の関係を示してい

る。 
 

表－13 収入が減少・または微増した県における技術の導入率及び GEI 指数 

県 農民個人の平均総収入の

増加率 

技術導入の県目標値以上

に達した農民の割合 

GEI 指数 

Rift Valley Province  
Nandi East  -8.1 82.61 1.2 
Nakuru North  -65.6 48.48 2.6 
Wareng  2.0 90.00 2.5 
Nandi South  -16.4 15.94 1.4 
Kajiado North  -24.3 77.92 1.4 
Marakwet West  -73.2 69.88 2.0 
Narok South -23.1 93.51 2.4 
Central Province  
Lari  -28.3 77.03 2.4 
Kandara  -56.5 82.22 2.4 
Kirinyaga West 4.4 84.09 1.5 

（出典：中間レビュー調査団） 
 

農民 1 人当たりの平均総収入が減少した県の多くは GEI 指数値が低く、とりわけニャンデ

ィ・サウス県及びマラクウェット・ウェスト県に関しては技術の導入率も低い。これらの県

ではグループの協調性の低さと技術の導入率の低さが収入の増加率に影響を与えた可能性

もある。 
しかし、前述のとおり収集されたデータ個数の少なさ、天候被害による収穫のロス、道路

網の悪さや農業普及員・GF のサポートの弱さなどの要素も、平均総収入が伸びなかった原

因として考慮する必要がある。以上の県のうち、5 県では天候被害のため生産量に影響が出

ており、またマラクウェット・ウェスト県やカジアド・ノース県では悪路が負の影響を及ぼ

していると考えられる。 
表－13 の 5 県のデータ収集率はベースライン調査値から比べて 22-63％であった。グルー

プによってはすべての対象作物でなく一部の作物だけを報告したところもあり、収集された

データが不十分である事は結果を正確に判断することを困難にしている。今後のモニタリン

グ活動では、ベースライン調査時の手法に則り適切にデータを収集し、適切なサンプル母数

を確保することでより正確に現状を把握し、評価することが望ましい。 
一方、表－14 は平均総収入が大幅に増加した県に関する技術の導入率と GEI 指数値を示

している。 
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表－14 平均総収入が増加した県における技術の導入率及び GEI 指数 

県 農民個人の

平均総収入

の増加率 

技術導入の県

目標値以上に

達した農民の

割合 

GEI 指数 

Rift Valley Province 
Laikipia West 248.0 75.91 2.4 
Transmara 130.2 84.76 2.8 
Sotik 81.4 54.17 2.6 
Central Province 
Nyandarua Central 50.3 81.82 1.6 
Kieni East 75.4 66.15 2.4 
Kieni West 119 94.29 2.2 
Kikuyu 28.8 92.75 3.0 
Limuru 369.9 83.33 2.2 
Nyandarua West 241.4 54.84 2.2 
Muranga South 85.1 83.64 2.4 

（出典：中間レビュー調査団） 

 
平均総収入率が増加した県において、1 県を除くすべての県で高い GEI 指数値と技術の導

入率が確認された。この表から技術の導入率の高さやグループの協調性の高さが平均総収入

に貢献していると推察される。 
 

（3）成果 3 
成果 3 成果 2 に基づき、実施県において SHEP アプローチが上記対象グループ以

外でも展開される。 
指標 3-1. 実施県 100％が、翌年の年間計画/予算に SHEP アプローチを組み込む。

3-2. SHEP アプローチを翌年の年間計画/予算に組み込んだ 100％の実施県

がその年実際に SHEP アプローチを実施する。 
3-3.SHEP アプローチを活用後 2 年以内に、実施県で県独自の資金で支援さ

れた小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民グルー

プすべてが、エーカー当たりの売上高を平均---％増加させる。 
達成度 中間レビューの時点で評価が不可能な指標 3-3 を除いて成果 3 は達成され

ている。 
 

次の理由により成果 3 は達成されたと考えられる。 
指標 3-1. 実施県 100％が、翌年の年間計画/予算に SHEP アプローチを組み込む。 

 
SHEP ユニットのサポートで 1 年目のプロジェクトを実施したセントラル州とリフト・バ

レー州全 20 県は、現在県の予算と計画に沿って 2 年目の活動を実施している。プロポーザ

ル方式でやる気が高く実施能力のある県を実施県として選定できたことが、100％の継続率

に貢献していると考えられる。 
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指標 3-2. SHEP アプローチを翌年の年間計画/予算に組み込んだ 100％の実施県がその年実際

に SHEP アプローチを実施する。 
 

前述の指標 3-1 について、すべての県で 2 年目のプロジェクトが実施されている。しかし

ながら、多くの県にとってプロジェクト予算を確保することは大きな課題であった。現地調

査での聞き取りや質問表の回答から、大多数の県 SHEP 運営チームは請求した予算のすべて

を農業省から受領することができず、ほとんどの県で 30-60％削減された予算でと回答して

いる。削減された予算でプロジェクトを実施した県では、以下の対策を採っている。 
 

 モデル農家グループ数を予算に応じて調整する。 
 SHEP ユニットから活動の幾つかに関して支援を受ける。 
 他のプロジェクトや活動からの予算を適用する。 
 県 SHEP 運営チームの職員や農業普及員が追加手当なしで業務を行う。 

 
指標 3-3. SHEP アプローチを活用後 2 年以内に、実施県で県独自の資金で支援された小規模

園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民グループすべてが、エーカー当たり

の売上高を平均---％増加させる。 
 

現在、第 1 バッチ 2 年目で県の独自予算により支援を受けているモデル農民グループは、

いまだ一連の研修を受けている過程であるため、この指標に対する評価は現時点では行えな

い。ただ、進捗状況としては、セントラル州とリフト・バレー州で 78 グループ（セントラ

ル州 38、リフト・バレー州 40）が県の独自予算で SHEP アプローチを実施中である。現地

調査期間中にそのうちの 1 グループに聞き取りを行った際、この農民グループの作物はいま

だ苗床にある状態だが、既に FABLIST フォーラムを通じてできたネットワークを通して作

物の購買予定者が決まっていると回答しており、「売るために作る」という概念が定着して

いることが伺われた。 
SHEP ユニットは、今後、指標 3-3 の目標値を設定する予定である。 

 
（4）成果 4 
成果 4 SHEP アプローチの情報管理システムが確立される。 
指標 4-1. 初年度第 3 四半期の終わりまでに、モニタリング・評価戦略を含むユ

ニットの情報管理のガイドラインの素案（第１ドラフト）が策定される。

4-2. 特定されたすべての園芸普及資料の目録が作成される。 
4-3. 60％の農民グループ（県、普及スタッフ）がユニットが提供する情報

に満足する。 
達成度 成果 4 は達成された。 

 
以下の理由により成果 4 は達成されたと考えられる。 
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指標 4-1. 初年度 3 四半期の終わりまでに、モニタリング・評価戦略を含むユニットの情報

管理のガイドラインの素案（第 1 ドラフト）が策定される。 
 

情報処理ガイドラインの第 1 草案は既に SHEP ユニットで使用されており、2013 年 1 月に

最終版が完成する予定。 
 

指標 4-2. 特定されたすべての園芸普及資料の目録が作成される。 
 

ファイル命名方式と共有ドキュメントの保管システムは既に構築されており、SHEP ユニ

ット内で活用されている。情報処理システムの拡張を目的として、現在セントラル州の 2 県、

キエニ・イースト県とムランガ・サウス県でパイロットテストを実施中である。2012 年の 9
月にワークショップを行い、現在両県では試験的にシステムを使用している。 

 
指標 4-3. 60％の農民グループ（県、普及スタッフ）がユニットの提供する情報に満足する。 
 

現地調査での聞き取りから、県 SHEP 運営チームの 86％が SHEP ユニットから提供される

情報は農業普及員・GF に提供するのに十分であると答えている。またすべての農業普及員・

GF が、農民を指導するために必要な情報に満足しており、農民も提供されている情報に満

足していると答えている。 
 

２－１－２ プロジェクト目標 
プロジェクト

目標 
小規模園芸農家のための効果的な支援システムが全国的に確立される。 

指標 1. プロジェクト終了時までに、プロジェクト実施県で SHEP アプローチ

を用いたすべての小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）

及び農民グループが、売上を平均--％増加する。 
2.プロジェクト終了時までに、ユニットの支援後 70％の実施県が SHEP
アプローチを実施し続ける。 

達成度 プロジェクト目標の達成の可能性は大きい。 
 

プロジェクト目標の達成に関しては、プロジェクト終了時に評価がなされるため、中間レ

ビューにおいてはプロジェクト目標達成の見込みについて検討した。下記の理由によりプロ

ジェクト目標達成の可能性は大きい。 
 

 2 州 12 県にて農民の平均総収入は増加した。 
 SHEP ユニットのサポートを受けて 1 年目のプロジェクトを実施したすべての県が、2

年目の SHEP アプローチを継続している。 
 

指標 1.プロジェクト終了時までに、プロジェクト実施県で SHEP アプローチを用いたすべて

の小規模園芸農民グループの個々のメンバー（男・女）及び農民グループが、売上を平均--％
増加する。 
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調査結果では 2 州 12 県で農民の平均総収入は増加していることが確認された。また、目

標達成に関する阻害・貢献要因の分析及び対処策が SHEP ユニットにより適切に行われてお

り、今後改善が期待できる。 
 

指標 2.プロジェクト終了時までに、ユニットの支援後 70％の実施県が SHEP アプローチを

実施し続ける。 
 

現時点では SHEP ユニットのサポートを受けて 1 年目のプロジェクトを実施したすべての

県が、2 年目の活動を継続している。 
 

２－１－３ 上位目標 
上位目標 全国の SHEP アプローチ実施県において小規模園芸農家の生計が向上す

る。 
指標 小規模園芸農家の世帯当たりの園芸売上による収入が、プロジェクト開

始 1 年目から--％増加する。 
達成度 しかしながら現時点での成果の到達度にかんがみれば、上位目標達成の

可能性が高い。 
 

上位目標は、プロジェクト終了後 3-5 年後に達成が期待される目標であることから、今回

の中間レビューでは上位目標について評価することはできない。しかしながら、上位目標達

成の可能性として以下の点が挙げられる。 
 

 現時点では実施 2 州において農民の所得向上が確認されており、成果（特に成果 2-1）
を挙げつつある。 

 上位目標とプロジェクト目標の間に因果関係が確認されることから、プロジェクト目

標が達成されれば上位目標が達成される可能性が高い。 
 
２－２ 実施の検証 

プロジェクト実施は全般的に順調に進捗しており、活動の多くは計画より進んでいる。一方、

実施体制については、業務調整の専門家が 2012 年 6 月より不在となっているが、現在派遣中の

専門家が協力して補っている。ただ、SHEP ユニットの現状の職員数では、プロジェクト実施県

が拡大するにつれ、1-2 年目の実施県に対するモニタリングやフォローアップが、手薄になる可

能性がある。 
 

２－２－１ 投入 
日本側及びケニア側によるプロジェクトへの投入は以下のとおり。 
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表－15－A 日本側投入 

1）専門家 専門家派遣全 21 名〔長期 3 名、短期 18 名（2012 年 10 月現在）〕

2）機材 研修用教材の提供 
3）本邦研修 県 SHEP 運営チーム 2 県の代表が筑波での研修に参加（2012 年

4-9 月） 
4）プロジェクト支出額 総支出額 75,926,815 Ksh（2012 年 6 月現在） 

 
表－15－B ケニア側投入 

1）職員数 SHEP ユニット職員 12 名 
2）オフィススペース及

び施設提供 
事務所、事務所家具、コンピュータ及びプロジェクト車両の提

供 
3）プロジェクト支出額 事務所スペース及び機器などを含む総支出額  66,067,339 Ksh

（2012 年 6 月現在） 
（出典：中間レビュー調査団） 

 
２－２－２ プロジェクト計画 

プロジェクトは計画どおり進められており、プロジェクトの終了に向け第 3 バッチの研修を

計画より前倒しで進めている。PDM・PO は運営委員会の承認を受けて数回変更されており、

現在使用されているのは PMD 第 3 版、PO 第 4 版。 
 

２－２－３ プロジェクトサイクルの管理状況 
（1）プロジェクトのモニタリング・メカニズム 

聞き取り調査や質問表、プロジェクト報告書などから判断したところ、以下の理由によ

りプロジェクト実施におけるモニタリングは適切に行われている。 
情報管理システムは綿密に構築され、有効に機能している。例えば、情報管理・モニタ

リング評価担当職員が研修に関する報告書を受け取るとそれを参加名簿、参加者によるア

ンケートなどと照らし合わせ確認する。その際に何か問題が発見されるとユニット・リー

ダーなどに報告され、対策が採られる。 
州から農業普及員に至るまで現行の農業省の普及システムに沿って活動を行っている

ため、問題が生じた際に SHEP ユニットが対策を採りやすい。現場レベルで問題が解決し

ない場合でも、その上のレベルに解決を依頼することが可能である。SHEP の経験を活か

して州政府が実施県をプロポーザル方式で選定するというシステムを採用することで、州

政府の責任の所在を明確にするとともに、州政府のプロジェクト対するオーナーシップの

醸成も可能になった。 
 

（2）コミュニケーション 
聞き取り調査や質問表、プロジェクト報告書などから判断したところ、職員間、SHEP

ユニットとフィールド事務所との間のコミュニケーションは良好である。 
 

（3）予算管理 
2012 年 6 月から現在まで業務調整の専門家が不在のため、チーフアドバイザーが日本側
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の予算を管理している。業務調整の専門家は 2012 年 12 月に着任する予定。ケニア側の予

算は SHEP ユニット・リーダーが管理している。プロジェクトの現時点での支出に関して

は付属資料 6 を参照。 
 

（4）プロジェクトへの参加度 
SHEP ユニット職員、フィールド職員や農民グループのプロジェクトへの参加度は十分

である。 
 

 聞き取り調査に答えた 100％の県農業官・デスクオフィサーは、プロジェクト開始後

に農業普及員・GF の参加や態度に変化が見られるようになったと回答している。 
 裨益者である農民グループの参加度は高い。聞き取り調査では、農民は研修を受け

てから学んだことを実践したために収穫量が増加し、収入も増えたと回答している。

また、収入向上が動機となって活動を続けているとの回答も散見された。 
 聞き取り調査に答えた 99％の農業普及員・GF は、農民の態度が肯定的に変わったと

回答している。特に農民グループは積極的にプロジェクトに参加するだけでなく、農

業普及員などの助言を待たずに自ら問題を解決しようとする態度が現れてきたと回

答している。 
 
２－３ 評価 5 項目 

２－３－１ 妥当性 
以下の理由から全般的に妥当性は高いと判断される。 

 
（1）必要性 

プロジェクトは次の理由から社会や地域、対象グループのニーズに対応している。 
州農業官や州デスクオフィサーからの聞き取り調査から、本プロジェクトはその州の小

規模園芸農民のニーズに合致しているという回答を得ている。また先述のとおり、実施県

の選出はプロポーザル方式を用いて行われている。プロジェクト導入ワークショップ終了

後に、自県でプロジェクト実施を希望する県農業官は、州農業官に対しプロポーザルを提

出する機会を与えられる。提出されたプロポーザルは、プロポーザル選出ガイドラインに

沿って考慮され、州農業官により実施県が選出される。プロポーザル方式を取ることでニ

ーズの高い県や農業官のやる気の高い県を選出することが可能となった。 
 

（2）優先度 
本プロジェクトはケニアの政策の優先度と合致している。ケニアの国家計画である

「Vision 2030」では、農業分野を年間 10％の経済成長率を実現するための重要セクターと

して挙げており、中でも以下の分野での向上をめざしている。 
 

 農業、酪農、林業及び野生動物を管轄する主要な組織の改革。 
 農作物、家畜及び森林の生産性の向上。 
 サプライチェーンマネジメント向上による小規模農家の市場アクセスの向上。    
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また、農業セクター開発戦略 2010-2020（ASDS2010-2020）では品種改良された種子、

改良された飼料や肥料などの農業資材の導入、農薬や農業機械の安全な使用方法の小規模

農家への普及度は低いとし、近代的な農業方法を導入することで小規模農民の生産性を増

加させることを課題としている。 
 

（3）手段としての適切性 
以下の理由から本プロジェクトで導入された手段は適切である。 
 
 プロジェクトの実施が本省から州、県、区、農業普及員のレベルまで農業省の普及

システムに沿って実施されている。 
 ケニアの全州を対象とし、園芸作物栽培のニーズの有無をプロポーザル方式で確認

し、実施県を選定している。聞き取り調査では、州農業担当官はプロポーザルによる

選出方式は妥当であるだけでなく、すべての県に平等に機会を提供している優れたシ

ステムだと回答している。 
 ジェンダー主流化に関しては、モデル農民グループの選定にあたり「ジェンダーの

問題に考慮していること」が選定条件の中に含まれている。加えて、農民が参加する

研修はすべては男女一人ずつの参加が義務付けられていることから、ジェンダーに関

する配慮が行き届いている。 
 

２－３－２ 有効性（予測） 
現時点での成果の達成度から推測すると、プロジェクト目標達成の見込みは高いと考えられ

るが、以下に示す外部条件が、その達成度へ影響を与えると考えられる。 
 

（1）プロジェクト目標の達成度 
次の理由によりプロジェクト目標達成の可能性は高いと推測される。 

 
 2 州 12 県にて農民の平均総収入が増加している。 
 SHEP ユニットの支援を受けて 1 年目の活動を実施したすべての県が、2 年目の活動

を継続している。 
 

（2）成果とプロジェクト目標との因果関係 
PDM 第 3 版に使用されている指標に関して一部改訂する必要がある。プロジェクト目標

において「平均売上高」が指標に使われているのに対し、上位目標では「収入」が使われ

ている。収入は売り上げからコストを差し引いたものであり、売り上げの増加は必ずしも

収入の増加を意味するわけではないため、上位目標、プロジェクト目標及び成果の指標に

関して、「売上高」ではなく「収入」に統一する必要がある。 
 

（3）外部条件 
以下の外部条件はプロジェクトへ影響を及ぼしている、あるいは及ぼし得ると考えられ

る。 
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まず、天候被害による影響は重要な外部条件である。例えば、セントラル州及びリフト・

バレー州のモデル農民グループは、旱魃、霜害、洪水、水不足の被害に見舞われた結果、

生産性が悪化し収入が減少した。また、一般的にケニアの農業において水不足は懸念材料

である。SHEP ユニットでは水不足の可能性の高いイースタン州及びコースト州での活動

実施に際し、ウォーター・ハーベスティング技術を導入する予定であり、同分野の短期専

門家が 2012 年 11 月に派遣される予定である。 
また、ケニアでは 2013 年 3 月に総選挙が予定されている。先行 SHEP の実施期間中、

2007-08 年に起こった選挙後の暴動のため、プロジェクトの実施が数カ月遅延したことを

考慮して、予防措置として SHEP ユニットでは次州での研修などの活動を前倒しで実施す

る予定であり、その変更は PO 第 5 版に示されている（付属資料 2 参照）。 
前述のとおり、ケニアの政権交代、行政システムの変更、特に州制から郡（カウンティ）

制への移行により先行きの見通しが立たない状況は、プロジェクトの進捗に影響を与える

重要な外部条件である。今後、郡制においては実施県への予算の流れが変わる可能性が高

く、現時点では農業省本省が予算を管理するのか、あるいは郡政府が管理するのかが定か

でない。新システムの発表は 2013 年初旬に行われる見込みである。 
 

２－３－３ 効率性 
次の理由により効率性は高い。 

 
（1）プロジェクト目標に対する成果の貢献度 

表－16 は現時点での成果の達成度を示している。現時点で検証可能な成果のほとんどが

達成されていることから、プロジェクト目標への貢献度は極めて高い。 
 

表－16 成果の達成度 

成果 達成度 
成果 1 達成済み（指標 1-2 に関してはプロジェクト後半に評価） 

成果 2 達成済みであるが懸念はある 

成果 3 達成済み（指標 3-3 に関しては後半に評価） 

成果 4 達成済み 

（出典：中間レビュー調査団） 

 
（2）因果関係（成果、活動、投入） 

成果、活動、投入の間に因果関係が成立しているが、先述のとおり PDM の指標を整理

することで、その因果関係がより明確になる（PDM の変更に関する詳細は付属資料 1 参照）。 
 
主な PDM の変更点は、以下のとおり。 
 成果 2、指標 2-1 に現在使用されている平均売り上げの指標を、前述の有効性の箇所

で指摘したプロジェクト目標と統一するため、平均総収入に変更する。 
 成果 2、指標 2-2 を 2 指標に分割し指標 2-2 と指標 2-3 とすることで指標内容を明確

にする。 
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 今後 SHEP ユニットは上位目標、プロジェクト目標、成果 2 及び 3 に関するベースラ

イン調査値を確認出来れば目標値を設定する予定である。 
 

（3）投入 
a. 日本側の投入 

長期専門家の当初派遣予定は 4 名であったが、現状 2 名の専門家が派遣されており、2012
年 12 月に更に 1 名追加予定である。当初予定では、情報利活用分野の専門家を長期で派

遣する予定であったが、適切な人材を長期に派遣することが困難なため、短期専門家によ

る複数回の投入で代替している。 
 

b. ケニア側の投入 
現時点では SHEP ユニットの職員は農業省及び HCDA から派遣された 12 名。プロジェ

クトが拡大するに伴い追加の職員が必要になる可能性は高い。 
プロジェクトは当初計画されていた投入人数より少ない人員（専門家及び C/P）で効率

よく実施されている。しかしながら SHEP ユニットにとってプロジェクトが第 3、4 バッ

チへ拡大するにつれて、第 1、第 2 バッチの実施県に対するモニタリングやフォローアッ

プの時間が十分に取れなくなることが予想される。現在、第 1、第 2 バッチの実施県が県

の予算で 2 年目または 3 年目の実施に入ろうとしているが、とりわけ問題が起こった際の

SHEP ユニットによる支援は重要であるため、モニタリングも含めた活動のより効率的な

実施が求められる。 
 

c. プロジェクト・コスト 
プロジェクトの実施に伴いコストも削減されている。グラフ－１は SHEP アプローチの

活動実施にかかった総コストを示している（プロジェクト・コストに関する詳細は付属資

料 6-1、6-2 参照）。 
 

グラフ－１ SHEP アプローチ活動にかかった総支出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：SHEP ユニットより提供） 
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活動に係る支出は実施 2 年目には削減されている。また、第 1 バッチ県の 2 年目には、

実施県が自ら農業省から予算を確保し SHEP アプローチを実施するが、その際のコストは

第 1 バッチ 1 年目のコストの約 5 分の 1 である。コストが下がった理由としては、教材費

コストの低下と、県職員が研修を実施するため、SHEP ユニット職員がナイロビから出張

する必要がなくなったことが大きな要因だと考えられる。 
 

プロジェクト実施 1 年目に研修を受けた農民、職員及びステーク・ホルダーの数を表－

17 に示している。 
 

表－17 プロジェクト 1 年目に研修を受けた農民、職員及びステーク・ホルダー数 

第 1 バッチ 

（セントラル及びリフト・バレー州） 

農民 職員 ステーク・ホルダー* 

2,683 

（男性：1,395 女性：1,288）

289 376 

*ステーク・ホルダーの数は FABLIST フォーラムに参加した人数 

 
グラフ－1 及び表－17 から、農民 1 人当たりの研修にかかった費用の平均は 9,474 ケニ

アシリングであるが、このコストは実施 2 年目には大幅に下がることが予想される。 
 

d. 他の JICA プロジェクトとの協調や連携による効率性 
他の JICA プロジェクト、「半乾燥地小規模灌漑開発管理プロジェクト（Sustainable 

Smallholder Irrigation Development and Management in Semi-Arid Lands Project：SIDEMAN 
SAL）」や「稲作を中心とした市場志向農業振興プロジェクト（Rice-based and Market-oriented 
Agriculture Promotion Project：RICEMAPP）」の C/P が SHEP アプローチについての研修に

参加することでプロジェクト間の連携を図っている。 
 

２－３－４ インパクト（予測） 
以下の理由によりインパクトの可能性は高い。 

 
（1）因果関係（上位目標とプロジェクト目標） 

プロジェクト目標の指標を上位目標と統一化することで、上位目標とプロジェクト目標

との間の因果関係がより明確になる。既に活動を実施した第 1 バッチ 1 年目の 2 州 12 県

にて農民の平均総収入は増加傾向にあることを確認しているため、上位目標が達成される

可能性は高い。 
 

（2）波及効果 
以下に示す正のインパクトが見られた。 
聞き取り調査では、99％の県職員はプロジェクトの効果がモデル農民グループ外へも広

まっていると回答している。モデル農民グループの生産性や収入の増加を知ったグループ

外の近郊農民たちが、モデル農民や農業普及員・GF から学び、普及員研修（Facilitator’s 
Training for Farmers’ Demand Driven Extension：FT-FaDDE）やフィールド研修で得られる技
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術やスキルを活用し始めていると回答している。市場調査や農業資材のグループ購入、農

産物のグループ販売など、集団で活動することで裨益を得ることを知った農民たちが新た

にグループを結成した例もある。 
土のう技術は、モデル農民グループのみでは活動できず、周りのコミュニティにも協力

を求める必要があるため、その波及効果は大きい。地元自治体や道路省などが土のう技術

を利用して道を修理した例もあり、セントラル州とリフト・バレー州の 2 州において現在

までに 1342.9m の道が土のう技術を用いて修復されている。 
 

（3）他ドナーとの連携 
国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）による小規模

園芸農民マーケティングプログラム（Smallholder Horticultural Marketing Program：SHoMaP）
は、市場への道路アクセスの改善を目的として、農村インフラ整備に投資していることか

ら、同プログラムによって整備された道路を SHEP UP のモデル農家グループも利用する

可能性が考えられる。 
 

２－３－５ 持続性（予測） 
持続性は高いが課題も存在する。 

 
（1）政策・制度面 

ケニアの長期的国家戦略である「Vision 2030」において、農業セクターは主要セクター

と位置付けられている。また、「農業開発戦略 2010-2020」では、小規模農民の農業ビジネ

ス化、市場アクセスの向上、土地利用の向上、研究開発や普及員制度の強化を挙げており、

SHEP アプローチはこれらの分野を広くカバーしている。 
 

（2）組織面 
SHEP ユニットは既に農業省作物管理局の 1 ユニットとして設置されており、プロジェ

クト終了後も継続されていくことから、持続性は確保されている。 
専門家に対する聞き取り調査から、SHEP ユニットの C/P の能力が、プロジェクト開始

当初から比較して格段に向上したことが確認された。プロジェクト開始当初、SHEP 時の

旧 C/P を 3 カ月動員して現 C/P とペアで研修を行わせ、実地訓練を行ったところ、3 カ月

後には旧 C/P のサポートなしで研修を行うことが出来るようになったとのこと。 
一方、質問表に答えた 60％の県職員らは、SHEP ユニットからのサポートを受けずにプ

ロジェクトを継続できると答えている。本プロジェクトは、1 年目に SHEP ユニットの支

援を受けて実施したことを、2 年目に県が独自に実践するように設計されており、実地訓

練を通して実施県の能力強化に繋がっている。ただ、2 年目以降の対象モデル農民グルー

プに SHEP アプローチで推奨されている技術を定着させるためには、引き続き SHEP ユニ

ットからのモニタリングとフォローアップが必要であると思われる。 
 

（3）財政面 
現地調査での聞き取りや質問表に対する回答において、県職員の多くが 2 年目のプロジ
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ェクトの実施のための予算が十分でないことを課題の 1 つに挙げている。成果 3 でも述べ

たが、多くの実施県で要求に対して 30-60％の予算しか 2 年目の実施に確保されていない。

十分な予算が獲得できなかった県では、活動を優先度の高いものから実施するために、1
年目のモデル農民グループへのモニタリングやフォローアップに時間を割けない状況に

ある。聞き取り調査で多くの県職員が、モニタリングやフォローアップの必要性は認識し

ているが、経費不足のために活動が制限されていることが問題だと回答している。 
前述のとおり、ケニアの行政システムは州制度から郡（カウンティ）制度への移行過程

にあり、この制度変革は農業省の今後の普及戦略に大きな変化をもたらすと予想される。

制度変革の内容は 2013 年初旬に発表される見込みである。現在、県レベルでのプロジェ

クト実施に関する予算は農業本省より配賦されているが、郡制度へ移行した場合、郡から

予算が配賦されるか、引き続き農業本省が配賦するのかは、現時点で定かでない。今後、

郡政府が予算を配賦することが確定した場合には、SHEP ユニットとしては、早期に郡の

農業関係職員に対し SHEP UP 紹介ワークショップを開催し、同職員からのサポートと理

解を得る予定である。 
 

（4）技術面 
指標 2-2 の結果で説明したが、1 年目のモデル農民グループにおける園芸作物栽培基本

技術 20 の導入率は極めて高い数値が出ている。また、聞き取り調査や質問表からも技術

移転に関して正の反応が読み取れる。これらのことから推測すると技術の持続性は高いと

思われるが、阻害要因で指摘した識字率の低い農民グループなどへの技術移転の問題は、

今後の活動の中で考慮されるべきであろう。 
 

（5）オーナーシップ 
プロポーザル方式による実施県の選定を導入したことは、州や県のプロジェクトへのオ

ーナーシップを高めるうえでも効果があった。県職員が JICA 援助終了後も SHEP アプロ

ーチを持続していくことに対するやる気の高さが聞き取り調査や質問表からも伺える。 
プロポーザル方式は、先行案件の SHEP では州政府の関与が低かったことの反省から導

入され、州政府が実施県の選択に責任を持つことでオーナーシップを高めることを狙いと

しており、その効果は聞き取り調査などで確認されている。 
また、PSC は農業省の事務次官または HCDA 総裁が議長を務めており、プロジェクト運

営委員会はプロジェクト・ディレクター（農業省の作物局長）、プロジェクト・マネージ

ャー（農業省の園芸部長）、副マネージャー（HCDA 技術助言サービス部長）が関与して

おり、農業省や HCDA の高官の関与がオーナーシップの醸成に役立っている。 
 

（6）社会、文化、環境面 
ジェンダー啓蒙と家計研修は、SHEP アプローチの一連の研修の中でも重要なコンポー

ネントの 1 つであり、これらの研修によりジェンダーに関する理解が深まり家族関係や農

業生産への正の効果が現れたことが聞き取り調査などにより確認できた。本プロジェクト

は、今後イスラム教徒の多いコースト州での実施に移行することから、ジェンダーに関す

る研修を実施する際に、特別な配慮が必要になる可能性がある。  
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２－４ 評価の結論 

表－18 は中間レビューの結論を要約している。 
 

表－18 5 項目評価の達成度 

評価項目 達成度 
妥当性 妥当性は高い 
有効性（予測） 有効性はある程度高い 
効率性 効率性は高い 
インパクト（予測） インパクトは可能性としては高い 
持続性（予測） 持続性は高いが問題も存在する 

（出典：中間レビュー調査団） 

 
プロジェクト目標である小規模園芸農家のための効果的な支援システムが全国的に確立され

ることの達成度はおおむね良好と言える。SHEP ユニットやフィールドレベルでの職員の能力は

強化されつつあり、モデル農民グループによる技術の導入率も高い。平均総収入が 12 県で増加

したことは、所得向上の目標達成へも明るい見通しである。SHEP アプローチの継続に関しても

職員や農民のやる気が高く、農業省におけるプロジェクトへのオーナーシップも醸成されている。

問題点としては、2 年目以降のプロジェクト予算の確保、モニタリングやフォローアップに係る

人的リソースの確保、天候被害や社会的動乱、行政システムの変更などの外部要因による影響が

挙げられる。 
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第３章 提言・教訓 
 
３－１ 提言 

調査団からの提言は以下のとおり。 
 

３－１－１ プロジェクト実施に関する提言 
 成果 1 指標 1-2 の SHEP アプローチのガイドライン草案作成に関する計画を具体化する。 
 成果 2 で提示された阻害要因に対する解決策のフォローアップを続ける。 

 
３－１－２ 財政関連に関する提言 

2 年目以降のプロジェクト実施に係る予算不足は、本調査で重大な問題と捉えており、解決

策が見出されることを期待する。特に、前年度のモデル農民グループへのモニタリングやフォ

ローアップの実施は、SHEP アプローチが継続的に営農活動に活用され、定着させるために重

要である。調査団は、ケニア政府側に実施県へプロジェクト予算が十分に配賦されることを提

言するとともに、プロジェクトに対しても、モニタリングやフォローアップの活動のための予

算を確保することを提言する。 
また、紙芝居を含む全ての研修教材作成が、JICA 側の予算で賄われている。研修教材は、

SHEP アプローチによる一連の研修において、職員や農民の理解を促すための補助機能を果た

しているため、SHEP アプローチの継続と拡大において重要な資材である。調査団としては 2015
年のプロジェクト終了後も研修教材が引き続き確保されるように、持続性のある教材作成メカ

ニズムを農業省内で確立することを提言する。 
 

３－１－３ モニタリング・フォローアップに関する提言 
本案件は、ケニア全州を対象としているため、実施年が進むに連れ、必然的に実施対象州・

県が拡大する。そのため、SHEP ユニットは、新たな実施県で SHEP アプローチを展開しつつ、

過去に実施した県へもモニタリングやフォローアップ活動を行っていかなければならないた

め、職員への負担が大きくなることが予想される。現状、モニタリングやフォローアップのた

めの時間が十分に取れていないため、新たな対象地域での SHEP アプローチの実施と従来の対

象地域のモニタリングやフォローアップとのバランスを見出すことが今後重要になってくる。 
 

３－１－４ SHEP アプローチの持続性と拡大に関する提言 
現地調査での聞き取りにおいて、農民や職員から、実施県内外でモデル農民グループの成功

例を発表し、他の農民グループと経験を共有する意見交換会の開催を求める声が多くあった。

農民による意見交換会の開催は農民同士が互いに学ぶ機会を提供するだけでなく、SHEP ユニ

ットにとっても SHEP アプローチの継続や更なる効率化、拡大を図るための示唆や課題につい

て検討できる機会とも成り得る。調査団としてはプロジェクトの一環として、農民間での意見

交換会の実施を提案する。 
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３－１－５ 他のドナープロジェクトとの協調 
本調査結果は、現時点でプロジェクトの進捗は良好であるとしているが、調査団としては本

プロジェクトと他ドナーとの関係を構築することで、ケニアの園芸農業開発に更なる波及効果

が見出せるのではないかと考える。そのため、ケニア政府に対し、農業関連のドナー・プロジ

ェクトとの情報交換や、SHEP アプローチの他ドナーへの紹介、ひいては他ドナーによる SHEP
アプローチの導入を促進することを期待する。 

 
３－１－６ PDM と PO の変更 

先述のとおり、プロジェクト目標、成果、投入と活動を明確化、統一化する目的で現 PDM の

変更を提案する(PDM と PO の変更に関しては付属資料の 1-4、及び 2-5 参照)。 
 
３－２ 教訓 

３－２－１ 客観的評価が実施可能な数値指標と効率的なデータ収集 
本案件の PDM では、指標を設定する際に、増加率や占有率などの割合を用いており、数値を

用いた客観的な評価が実施できるような設計になっている。また、グループ・エンパワーメン

ト指数や技術導入率など、独自の指標設定方法も導入し、組織強化の度合いや技術の普及状況

が確認できる仕組みが導入されており、本調査でも評価・分析の際に活用することができた。

もちろん、以上の数値指標が設定できる前提条件としては、データ収集が適切に実施されなけ

ればならないが、本プロジェクトは活動の一環としてベースライン調査を導入しており、効率

的にデータ収集を行っている。このような指標の導入やデータ収集方法は、今後、新たに実施

する別案件でも取り入れることを奨励する。 
 

３－２－２ 農業省の既存の普及システムを活用した効果的な普及活動 
SHEP アプローチの一連の研修は、プロジェクト独自に新たな普及システムを導入したわけ

ではなく、農業省の既存の普及システムを活用して実施したことで、効果的・効率的に農業省

職員や農民の能力強化に寄与することができた。更に、活動実施後のフォローアップについて

も、農民に対する普及員の支援、普及員に対する県 SHEP 運営チームの支援など、既存の普及

システムを通じてフォローアップ体制を強化することができた。他国で同様の案件を立ち上げ

る際には、新たな実施体制やシステムを導入すると、体制作りにばかり労力が割かれる可能性

もあるので、既存のものをいかに活用するかを優先的に検討すべきである。 
 

３－２－３ 持続性を重視した PDM 設計 
本案件では、プロジェクト活動を1年目と2年目に分け、1年目は農業省(SHEPユニット)から

実施県に対して直接支援を実施し、県SHEP運営チームの職員や普及員にSHEPアプローチを理

解させることを1つの目的として活動を行っている。県SHEP運営チームや普及員は、1年目の

経験を活かして2年目の活動を独自の人的リソースと財源で継続するように設計されている。2
年目の活動を通じて、県SHEP運営チームや普及員が主体的に取り組むようになり、限られた

リソースの中で活動を継続するために自ら工夫するようになることが確認された。この行動変

化は、本案件の持続性に寄与するだけでなく、オーナーシップの醸成にも繋がっていると言え

る。以上のように、先方が主体的に活動できる機会を計画の中.に組み込むことが望ましい。
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３－２－４ 農民に受け入れられやすい活動計画・技術 
SHEP アプローチの一連の研修では、移転する技術が園芸農業のバリューチェーンをすべて

網羅しているとともに、農民が研修内容を効果的かつ適時に営農活動に取り入れられるよう、

農民の営農活動に配慮して研修計画が設計されている。他の案件においても、活動計画や新た

な技術を導入する際は、農民に受け入れやすい工程や技術レベルとなっているか、配慮する必

要がある。 
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